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1-1　研究の背景

　道路等の公共空間は、一般的には行政主導で管理が行われており、行政以外の特定の民間組

織または個人が私的に利用するするには、種々の制約がつきまとう。公共空間の中でも、道路

空間においては、人口減少・少子高齢化に起因する行財政の逼迫や、民間組織による道路利用

のニーズの高まり 1 といった背景から、道路の管理の一部を民間組織が担うための制度である

指定管理者制度の創出や、国土交通省道路局や警察庁による通達等 2,3 に基づき道路上を活用

した取組みに対する緩和措置等が行われている。

　また、2011 年、国土交通省は都市再生特別措置法を改正し、従来は行政が主導であった公

共公益施設の整備・管理等を官民協働で推進するための種々の制度を創設した。その内の 1

つである「都市再生整備推進法人」では、「まちづくり会社や NPO 等に法的な位置付けを与え、

優良なまちづくりの担い手の積極的な活用を図る」4 ことが謳われている。現在、「都市再生

整備推進法人」には全国で 9 法人が指定され、それぞれに特徴的な、公共空間の管理や利活

用を伴うまちづくりを実践しようとしている。このように、行政以外の組織が公共空間のマネ

ジメントを担って行くことが現在国としても模索されている。

　ストックとしての道路空間を整備（デザイン）するだけではなく、整備した道路空間をいか

に管理・運営（マネジメント）していくかという時代を迎え、民間組織が道路空間のマネジメ

ントに関与することの重要性は増していると言える。

　以上のような背景がある中で、多様な主体が複雑に関わりながら成立している道路空間にお

いて、官民協働の持続的なマネジメントを推進していくためには、民間組織により現在行われ

ている道路空間に対するマネジメントの実態を把握し、その課題等を明らかにする必要がある。
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1-2　研究対象と「マネジメント」の定義

　本研究では、公園、広場、道路、河川、沿岸域、公開空地等の公共空間のうち、主として道

路空間を対象とし、さらに道路上で行政以外の組織によるマネジメント活動が行われているも

のを対象とする。なお、本研究における「道路空間」を、『「道路法上の道路」及び「沿道に道

路状の公園等を伴う道路」、「従前道路であったもの」を合わせたもの』と定義する。ただし、

道路空間の中でも、自動車交通のみに対応した高速自動車道等の道路空間は研究の対象として

含めないこととする。

　

　

　また、本研究で使用する「マネジメント」という用語は、道路空間を構成する各物的要素に

対する清掃活動やメンテナンス、植栽管理等の日常的に行う「維持・管理」活動と、道路空間

上を利用して実施するイベント、オープンカフェ、歩行者天国のような道路空間の占用を伴う

日常的・非日常的な「空間の利活用」の 2 つを合わせて「マネジメント」を定義する。さらに、

道路空間の設計段階から道路空間のマネジメントを行うまでの一連の活動を「デザイン・マネ

ジメント」と定義する。

 

図 1-2　デザイン・マネジメントの領域

図 1-1　研究の対象
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1-3　研究の目的

　本研究では、行政以外の組織（以下、民間組織）がマネジメントに関与している道路空間に

着目し、そこで行われる民間組織によるマネジメント活動の実態（特徴や工夫）を把握した上

で、今後官民協働で道路空間のマネジメントを進めて行く上での課題を提示することを目的と

する。具体的には以下の 3 点を目的として調査・分析を行う。

（1）道路等の公共空間の整備、管理、利活用に関する法制度等の変遷を整理し、時代ごとの

マネジメントの特徴と近年の動向を整理・把握する。

（2）民間組織がマネジメントに関与している国内の道路空間を対象に、そこで行われている

マネジメント活動や立地する地区の特性等の観点から指標を構築し、類型化を行い、各類型に

おける民間主体マネジメントの特徴と傾向を明らかにする。

（3）各類型のうち、民間主体で整備され、その後の管理・運営まで総合的なマネジメント活

動が行われている道路空間に着目し、道路空間の機能や空間構成、行政と民間組織の主体間の

役割、民間組織によるマネジメント手法等の分析を行い、民間主体マネジメントの実態と課題

を明らかにする。

1-4　研究の構成と手法

　本研究の構成を以下に示し、章ごとの研究方法を記述する。

　第 1 章では、研究の背景、研究の目的を設定した上で、既往研究のレビューを行い、本研

究の位置づけを明確にする。また、研究対象及び「マネジメント」の定義を行う。

　第 2 章では、公共空間の整備、管理、利活用に関する法制度等の変遷と近年の動向を、既

往文献調査および Web 上での調査を基に時系列的に整理し、道路等の公共空間のマネジメン

トの時代ごとの特徴を把握する。

　第 3 章では、民間組織によるマネジメントが行われている全国の道路空間の事例を、既往

文献調査、Web 上での調査により収集する。さらに、マネジメント活動や立地する地区の特

性等の観点から指標を構築し、既往文献調査、Web 上での調査、行政へのヒアリング調査（ま

たは民間組織へのヒアリング調査）によりデータ・情報を得る。最後に、指標を基に類型化を
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行い、各類型の特徴と傾向を把握する。　

　第 4 章では、第 3 章により得られた各類型の代表事例の中でも、民間主体で整備を実施し、

その後の管理・運営まで総合的にマネジメントが行われている道路空間を対象に、文献調査、

現地調査、関連する民間組織に対するヒアリング調査、対象道路空間のマネジメントやデザイ

ンに関与している（していた）人物に対するヒアリング調査を通じて、各事例のマネジメント

の体制や手法等の実態と、それに伴う課題を明らかにする。

　第 5 章では、各章で得られた成果を整理すると共に、各事例の比較分析を通じて得た知見

を基に官民協働で道路空間をマネジメントしていく上での展望や今後の課題を述べる。

研究の背景／目的／対象／方法・構成／位置づけ

公共空間のマネジメントに関する法律や制度の変遷を整理し、時
代ごとの特徴を明らかにする。

第 1章　序章

第 2章　公共空間のマネジメントに関する法制度等の変遷

民間組織によるマネジメント活動等の観点からの道路空間の類型
化を行い、各類型の傾向を把握する。

第 3章　道路空間の民間主体マネジメントの類型

ケーススタディごとに、関連する民間組織によるマネジメントの
体制や手法の分析を行い、課題を明らかにする。

第 4章　民間主体マネジメントの実態と課題　

ケーススタディの比較分析を通じ、今後、官民連携で道路空間の
マネジメントを進めて行く上での展望を述べる。

第 5章　結論

図 1-3　研究の構成
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 1-5　研究の位置づけ

　本研究に関連する既往研究として、以下のものが挙げられる。

　ある一定規模を持った地区のマネジメント組織に関する研究として以下のものが挙げられ

る。エリアマネジメントの観点から、まちづくり団体に公開空地を柔軟に活用することを認め

る制度である「東京のしゃれた街並づくり推進条例」の意義と課題を明らかにしたもの 5、大

都市都心部において、エリアマネジメント活動が行われている地域類型別に、関連する組織の

設立背景や特徴を分析し、大都市都心部における今後のエリアマネジメント組織のあり方を提

示したもの 6、鉄道駅を中心に形成された地区において、関連するエリアマネジメント組織の

活動の実態を把握し、その役割と手法を明らかにしたもの 7、海外を対象にはしているが、シ

ンガポールの歴史地区において、関連する民間マネジメント組織の役割を把握し、シンガポー

ルに固有の街路マネジメントの実態を明らかにしたもの 8、等がある。しかし、あくまで一定

の規模をもった地区を対象としており、マネジメント組織による特定の道路空間に対するマネ

ジメント活動の分析はあまりなされていない。

　個別の道路空間を対象としたマネジメント活動に関する研究としては以下のものが挙げられ

る。名古屋の久屋大通りにおいて、そこで行われるオープンカフェ活動の分析を通じて、道路

空間活用の制度的・組織的条件を明らかにしたもの 9、横浜市の鶴見西口付近の街路において、

同様にオープンカフェ活動の分析を通じて、街路空間の積極的利用のための課題を明らかにし

たもの 10、等がある。しかし、あくまで個別のケースに着目したものであり、国内の道路空間

を対象に、網羅的に民間組織のマネジメント活動を分析しているものはまだ少ない。また、利

活用に着目したものが多く、管理にまで踏み込んでいるものは少ない。

　上述したように、国内の事例を網羅的に分析しているものはまだ少ないと言えるが、近年で

は、国内において複数の道路を対象に、民間組織による道路のマネジメントの特徴を分析して

いるもの 11 がある。しかし、各道路固有の成立経緯にまで踏み込み、その機能や空間構成に

深く言及した分析はあまりなされていない。

　以上より、国内の道路空間を対象に、民間組織によるマネジメント活動等の観点からその特

徴と傾向を明らかにし、合わせてその成立の経緯と空間の分析にまで踏み込む本研究には意義

があると考える。
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2-1　公共空間の利用・管理に関する法制度

　2-1-1　公共空間の利用に関する法制度

　本節では、公共空間上を利用するにあたって必要な、法律に基づく許可や基準の概要と、そ

の変遷を述べる。ここでいう利用とは、公共空間上で行われる単発的なイベント利用や、オー

プンカフェのような屋外設備型の飲食利用、ベンチ等のストリートファニチャーの設置等の公

共空間上の占用を伴う行為のことを指す。

　公共空間は、通常、地方自治体等の行政が所有者として管理しており、上述したような公共

空間上の利用に伴う占用行為を行う場合は、公共空間の種別に存在する根拠法に基づき、各公

共空間の管理者の許可が必要になる（表 2-1）。

　道路空間上を占用する場合は、道路法に基づく「道路占用許可」、公園ならば都市公園法に

基づく「公園占用許可」、河川ならば河川法に基づく「河川占用許可」をそれぞれの管理者と

協議した上で得なければならない。加えて、道路の場合、占用に伴い道路の本来的な役割であ

る交通移動を阻害する可能性があるため、そのような場合には道路交通法に基づく「道路使用

許可」も警察との協議の上で得なければならない。それ故に、公共空間の中でも、道路はその

利用が最も制限される空間である 1 と言える。また、占用にあたって占用主体は各管理者に占

用料を支払い、使用にあたっては、所轄の警察署に使用料を支払うことになっている。

表 2-1　公共空間の利用に必要な法律に基づく許可 2

必要な許可 許可者 根拠法 内容

道路占用許可 道路管理者 道路法
道路の構造や交通に支障を及ぼす
おそれのある工作物等を設けて道路
を使用する場合に必要

道路使用許可 所轄の警察所長 道路交通法
道路の安全や交通の円滑に支障を
与えるおそれのある行為を行う場合
に必要

公園 公園占用許可 公園管理者 都市公園法
都市公園に公園施設以外の工作物
その他物件又は施設を設けて都市
公園を占用しようとする場合に必要

河川 河川占用許可 河川管理者
河川法
（河川敷地占用
許可準則）

河川区域内の土地（河川管理者以外
の者がその権限に基づき管理する土
地を除く）を占用しようとする場合に
必要

飲食利用 食品営業許可 保健所 食品衛生法 飲食営業を行う場合に必要

火気使用 火気使用許可 所轄の消防所長 消防法 火気を使用する場合に必要

公
共
空
間
別

利
用
形
態
別

対象

道路
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　また、別途飲食営業を行う場合や、火気の使用を行う場合には食品衛生法に基づく「食品営

業許可」及び消防法に基づく「火気使用許可」を各自治体の保健所、消防との協議の上得なく

てはならない。ただし、この 2 つの許可に関しては、公共空間上における行為でなくとも必

要になる場合がある。さらに、イベント等に伴い広告物を設置する際には、屋外広告物法に基

づく各自治体の条例の基準を満たす必要がある。

　また、それぞれの法律には占用する物件の占用期間や構造、場所を規定する施行令が存在す

る。以下に代表例として、「道路法施行令」の第 2 章「道路の占用」の内容の一部を引用する（表

2-2）。

　上記道路法施行令は、1919 年に旧道路法が制定され、その後 1952 年に現在の道路法が制

定された後、1990 年代までほとんど大幅な改正がなされなかったが、1990 年代以降に順次

改定が行われ始め、近年、2004 年に制定された景観法や、国土交通省及び警察庁の路上での

イベントを推奨するガイドライン等の影響を受け、道路空間上の占用（物）または付属物に関

する基準の変更が行われていくことになる。また、公園や河川についても同様に基準の変更が

行われていく。以下にその流れを示す（表 2-3）。

　表 2-3 において、基準が変更される根拠となった法改正または通達の名称とその概要、また

それらの文面で道路の付属物に関する記述、占用（物）に関する記述、維持管理に関する記述

表 2-2　道路法施行令における道路占用の規定 3
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が見られるかどうかで分類を行った。また、道路の付属物とは、道路を占用しているとはみな

されない行政が設置を行う設置物のことであり、占用物とは区別される。

　1993 年の道路法施行令の改正による付属物件の追加がなされて以降、2000 年代に入るま

では、河川と公園に関して占用（物）に関する基準の緩和が行われたが、道路に関しては特段

変化は見られない。2004 年に景観法が制定され、それに伴い屋外広告物法が改正され、景観

行政を行う市町村による屋外広告物に関する条例の策定、屋外広告業の登録制の導入等が明記

されることになった。この景観法が制定された 2004 年以降、特に道路に関して占用（物）に

関する基準の緩和が随時行われた。

　最初の大きな出来事としては、2005 年に国土交通省道路局によって発せられた通達である

「地域の活性化等に資する路上イベントに伴う道路占用の取扱いについて」だろう。これは、

道路上を占用して行う地域イベント等の取り組みに対する許可基準として、「占用の目的」、「占

用の主体」、「占用の場所」、「占用物件の構造」を明記し、これを満たすものに関しては積極的

に推奨していこうという動きである。また、表には載せていないが、警察庁からも同様の主旨

の通達が発せられている。路上を占用する行為に関する最初の緩和措置であると言える。また、

上記通達の内容を地域向けにガイドラインにした「道を使用した地域活動円滑化のためのガイ

表 2-3　公共空間の占用に関する基準の変遷 4

：道路に関するもの ：河川に関するもの ：公園に関するもの
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ドライン」の中で、地方公共団体や NPO 団体の活動支援のため、「地域活動を円滑に実施する

ための手法」をとりまとめている。オープンカフェのような収益活動や、歩行者天国のような

非収益活動等の地域活動を行う際の基本的な考え方として、　①公共性・公益性への配慮、②

地域における合意形成、の 2 つが配慮事項として重要であることが明記されている。それら

を踏まえた上で、地域活動の進め方として、「地域活動内容の決定」、「地域活動の実施組織」、「地

域活動に必要な許可」、「実施期間」、「収益活動を含む地域活動の実施形態」の 5 つについて、

その望ましいあり方が述べられている。以下、本ガイドラインの概要を示す（表 2-4）。

　2008 年には、「地域における公共的な取り組みに要する費用への充当を目的とする広告物

の道路占用の取扱いについて」において、これまで道路上を個人の利益に繋がるような広告物

が占用することが認められていなかったが、広告料を道路の維持管理や地域活性化イベント等

のための費用に充当することを条件に広告物の占用を認める動きが出て来た。これは、道路の

占用により得られた利益を道路の管理等の公益性のある活動のための費用に充当するという意

味で重要なものであると言える。

　2011 年には、都市再生特別措置法の改正により公共空間の占用に関する重要な諸制度が生

まれた（これらについては 2-2 で後述する）。占用基準の緩和に関するものとして、道路に関

しては「道路占用許可の特例」、河川に関しては「河川敷地占用許可」が創出された。特に、「道

表 2-4　道路を利用した地域活動を行う際の配慮事項 5
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路占用許可の特例」は、通常、道路外に余地がない場合にしか占用が許可されない施設のうち、

市町村が都市再生整備計画に位置づけたものが占用可能になった。また、本法律の改正を受け

て、道路法施行令も改正され、従来は高速自動車国道等でしか占用が認められていなかった食

事施設や購買施設が占用物件として追加され、これらの施設は「道路占用許可の特例」の対象

施設ともなっている。本法律の改正は、道路占用の基準の緩和の動きとして非常に重要な転換

点であると言える。また、占用物の基準の緩和ではないが、地域住民同士が自主的に定めた協

定を市町村が認定し、設置物の整備と管理に関する官民の役割分担が可能になる制度である「都

市利便増進協定」が創出された。このように、占有物の設置と維持管理を結びつけた制度も生

まれて来ている。

　2013 年には、「道路占用制度の弾力化による道路維持管理への民間活用について」において、

「広告塔又は看板で良好な景観の形成又は風致の維持に寄与するもの」、「食事施設、購買施設

その他これらに類する施設で道路の通行者又は利用者の増進に資するもの」という限定はある

が、これらの占用物の設置にあわせて、占用主体の維持管理への協力がある場合には占用料を

減免することが明記されている。

　以上のように、公共空間を占用するにあたっては、様々な許可が必要であることが前提とな

るが、占用できる物件の基準は緩和の方向に向かっており、道路等の公共空間を占用したイベ

ントも推奨される方向にある。また、占用の際の公益性の確保の手段として、占用により得た

利益を維持管理に充当することや、占用にあたり維持管理に協力することで占用料を減免にす

ることなど、利用と管理が組み合わされた仕組みが増えている。

　2-1-2　公共空間の管理に関する法制度

　前節では、公共空間の利用（占用・使用）に関する法制度の概要と、占用基準の変遷を見た。

公共空間は、公共空間上を占用している占用物と、行政により設置される道路の付属物を維持

管理することで成り立っている。本節では、道路等の公共空間を管理するための制度に焦点を

当てる。

　通常、行政が担っている道路等の公共空間の維持管理を、民間組織が行政の業務の一部を担

う形で提携するための制度が、大きく 2 種類存在する。

　1 つは、アダプト・プログラムと呼ばれるもので、これは公共空間の清掃及び美化活動を、

市民と行政が協働で行うものである。アダプト（Adopt）とは「養子にする」という意味であり、
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「一定区画の公共の場所を養子にみたて、市民が我が子のように愛情を持って面倒をみること」
6 であるという思いが込められている。アメリカでは 1985 年に始まり、現在では全州に渡り

広がっている。日本においては、1989 年に徳島県の神山町で導入されたのが初事例とされ、

2012 年度現在、371 の自治体で約 520 のプログラムが実施されている 6。

　適用の対象は、駅前、繁華街、一般道路、公園、河川、海浜等である。具体的には、市民団

体は清掃活動や、花壇の世話などの美化活動を行う代わりに、行政は清掃用具の提供、安全指導、

サインボードの掲出等を行うものであり、自治体と市民団体が協定を結ぶことで実効性を持た

せている。これに類する制度として、国土交通省が実施する「ボランティア・サポート・プロ

グラム」があるが、これは公共空間のうちでも道路に特化したものであり、アダプト・プログ

ラムと同様に、市民団体による清掃活動・美化活動をサポートするもの 7 である。

　もう 1 つは、2003 年の地方自治法の改正により生まれた「指定管理者制度」である。これは、

従来は自治体等の公共団体のみに認められていた公共空間の維持管理業務に関して、自治体が

民間組織を指定して維持管理業務を代行させることができる制度である。管理を代行できるの

は、「法人その他の団体であって、当該普通地方公共団体が指定するもの（地方自治法第 244

図 2-1　アダプト・プログラムの仕組み 6
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条）」であり、基本的には個人以外の団体ならば誰でも指定可能である。また、指定管理者の

対象となる施設は、会館、体育施設、民生施設、社会教育施設等の公共建築や、個別の根拠法

により管理される河川、港湾施設、道路、都市公園等である 8。

　指定管理者制度の仕組みを以下に示す（図 2-2）。従前の管理委託制度と比較した際のメリッ

トとしては、処分性のある行為である使用の許可が可能になること、質の高いサービスが提供

できる可能性があること、経費の削減が図れる可能性があること、が挙げられ、デメリットと

しては、業務の範囲や使用を協定に基づき詳細に決定しなければならず、業務の弾力的な運用

に支障が出る可能性があることなどが挙げられる 9。ただし、指定管理者は、占用申請があっ

た場合に、申請許可を下す等の行政権を行使する業務を代行することができない 10（表 2-5）。

　以上 2 つの制度は、自治体側が民間の持つノウハウを活用して、主に清掃活動・美化活動

を肩代わりしてもらうという側面が強い。

図 2-2　指定管理者制度の仕組み 9

自治体

自治体

◯◯公社、企業、NPO

指定管理者制度管理委託制度（従前）

指定管理者
管理受託者

（公共団体等に
  限定）

公の施設

管理運営

管理委託

使用許可

使用許可

使用申請

使用申請

選定

指定

応募

民間事業者
まで拡大

委託料（補助金）

利
用
者（
住
民
）

利
用
者（
住
民
）

公の施設

管理運営

協定書により
費用負担あり

表 2-5　指定管理者制度による民間への委任事項 11

指定管理者に委任できない事項 指定管理者に委任できる事項

道
路

・清掃、除草、単なる料金の徴収業務で
定期的な行為に該当するもの

河
川

・清掃、除草、軽微な補修、ダム資料館
の管理・運営等

都
市
公
園

・法律により公園管理者が行うこ
ととされている事務（占用許可、
監督処分等）

・使用料の徴収、施設運営に係るソフト面
の企画、施設の点検、維持補修、巡回、
清掃

・行政判断を伴う事務（災害対
応、計画策定、工事発注等）
・行政権の行使を伴う事務（占用
許可、監督処分等）
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2-2　都市再生特別措置法改正に基づく諸制度

　先述したように、2011 年の都市再生特別措置法の改正により、官民協働で公共空間の整備、

管理、利活用を推進するための諸制度が生み出された。本節では、これらの諸制度を整理した

上で、道路の占用許可基準の緩和における重要な制度である「道路占用許可の特例」及び民間

組織への支援制度である「都市再生整備推進法人」の 2 つについて現状を把握する。

　本改正により、創出された（または内容が改訂された）制度は 7 つである。以下に、その

概要とメリットを示す（表 2-6）。

　1 つ目の「都市再生整備推進法人」は、民間組織に公的な位置づけを与えることで、本改正

に基づく諸制度を活用した公共空間のマネジメントが行い易くなるとともに、合わせてエリア

マネジメント融資のような金銭的な支援が国から受けられるという制度である。この制度自体

表 2-6　都市再生特別措置法の改正に基づく諸制度とメリット 12
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は、2002 年の都市再生特別措置法制定時に創出されたものだが、本改正では、都市再生整備

推進法人になることができる団体として、新たにまちづくり団体が加わった。本制度について

は、後にその特徴を改めて整理することとする。

　2 つ目の「都市再生整備計画」は、この計画の中に「道路占用許可の特例」や「河川敷地占

用許可」等の制度の適用に関する記述を行うことで、それらの制度を活用した公共空間の整備

に実効性を持たせることが出来る制度である。また、都市再生整備推進法人は、都市再生整備

計画の中身に関して提案を行うことが出来ることになっている。

　3 つ目の「市町村都市再生整備協議会」は、市町村及び都市再生整備推進法人、景観整備機

構等の公共公益施設の整備に関連する組織同士が協議会を組織することで、本協議会が都市再

生整備計画に意見を言うことが出来るようになると共に、都市再生整備計画に位置付けられた

公共公益施設の事業を行う場合には、社会資本整備総合交付金という補助金の融資も受けるこ

とが出来るものである。

　4 つ目の「道路占用許可の特例」は、従来は道路外に余地がない場合にしか占用が認められ

なかった（これを「無余地性の基準」と呼ぶ）施設のうち、都市の賑わい創出に必要であると

して都市再生整備計画の中で位置付けたものの占用を可能にする制度である。対象となる施設

は、「広告塔・看板等」、「食事施設・購買施設等」、「自転車賃貸業の用に供する自転車駐車器具」

である。これについては、都市再生整備推進法人と同様に、後に特徴を整理することとする。

　5 つ目の「河川敷地占用許可」は、「道路占用許可の特例」と同様に公共空間の占用基準の

緩和であり、河川に特化したものである。これは「オープンカフェ」、「広告塔」、「照明・音響

施設」等の施設の占用主体として民間組織を認める　ものである。河川管理者にとっては維持

管理費を抑えることができ、市町村にとっては都市に賑わいを創出でき、民間組織にとっては

収益を活動資金に充てられるという関係者間にメリットが生まれる可能性のある制度である。

　6 つ目の「都市利便増進協定」は、市町村と民間組織（地域住民）が協定を結んだ上で、公

共空間上の広場・街灯・並木等の都市の賑わい創出に寄与する施設（都市利便増進施設）の整

備とその維持管理に関する一定のルールを設けることが出来る制度である。地域住民と市町村

がルールを共有しつつ、公共空間の維持管理コストが削減できる可能性があるとされている。

　7 つ目の「都市再生歩行者経路協定」は、都市開発事業により整備されるペデストリアンデッ

キ等の歩行者の利便性及び安全性向上のための経路の整備・管理について土地所有者間でルー

ルを設けることが出来る制度である。複数の土地所有者がいる場合に役割分担について実効性
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を持たせることが出来ると同時に、土地所有者が代わってもルールを守らせることができる。

　以上のように、2011 年度の都市再生特別措置法の改正は、個別の様々な制度をパッケージ

として創出し、それらを組み合わせることで、官民協働でより柔軟に公共空間の整備・管理・

利活用を推進していくための重要な試みだと言える。

　都市再生整備推進法人と他の制度との関係を以下に示す（図 2-3）。本法人に市町村から指

定されると、都市歩行者経路協定を除く先の 6 つの制度を組み合わせて利用出来るようにな

ると共に、「社会資本整備総合交付金」、「エリアマネジメント融資」、「税制特例」など金銭的

な援助も受けられるようになる。2013 年現在、都市再生整備推進法人に指定されている法人

は 9 団体存在する 13。以下に、今後指定予定の団体も合わせてその特徴を整理する（表 2-7）。

　現在都市再生整備推進法人に指定されている 9 法人の内訳は、まちづくり会社が 6 法人（札

幌大通りまちづくり／まちづくりとやま／飯田まちづくりカンパニー／まちづくり川越／まち

づくり福井／秋葉原タウンマネジメント）、一般社団法人が 1 法人（大手町・丸の内・有楽町

地区まちづくり協議会）、NPO 法人が 2 法人（南信州おひさま進歩／いいだ応援ネットイデア）

である。2011 年 12 月に全国で初めて札幌大通りまちづくり（株）が指定を受けた。

　全ての法人は指定されてからまだ 3 年程しか経っておらず、本制度の活用という意味では

これからであるが、各法人の取り組み内容は幅広い。このうち、主に各団体のホームページ等

の Web 上で確認した限り、7 法人に関して、公共空間に対するマネジメント活動が確認出来た。

そのマネジメント活動の内容は多様であり、単発的なイベントの実施やオープンカフェの設置

都市再生整備
推進法人

市町村

国

市町村都市再生整備協議会
（都市開発事業を施行する

民間業者も参加可能）

（社団・財団法人、NPO
法人、まちづくり会社）

社会資本整備総合交付金、
民間まちづくり活動促進事業、

（直接補助）等による支援

都市再生整備
計画を提案

協議会を
組織可能指定

まちづくり団体

メリット
・公的な位置づけが与えられることで関係者調整が円滑に進む
・道路占用許可、河川占用許可の主体に求められる公益性を獲
  得できる

・都市再生整備計画を提案できる
・都市利便増進協定を結ぶことができる

国・市町村による支援

エリアマネジメント融資

税制特例

民都機構による支援

図 2-3　都市再生整備推進法人の仕組み 14
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といった路上を利活用して行う収益事業または非収益事業、清掃活動や沿道施設の管理、指定

管理者としての施設の管理・運営等の維持管理業務、また、活動資金へ充てるためのエリアマ

ネジメント広告事業まで、その活動は幅広い。指定が検討されている団体もいくつか存在し、

今後もその数は増えて行くと予想される。

　また、道路占用許可の特例は、先述したように都市再生整備計画に位置付けられた後、道路

管理者及び警察署長の許可を得て初めて適用されるものである。道路占用許可の特例の全国第

1 号の事例である「新宿モア 4 番街」の商店街組織である、新宿駅前商店街振興組合の提供資

料を基に、以下に都市再生整備計画に位置付けられるまでの流れを示す（図 2-4）。

　基本的な流れは 5 つの段階に分かれる。第 1 段階として、道路管理者と都道府県公安委員

会の同意の下、都市再生整備計画への記載を行う。第 2 段階として、区市町村への意見聴取

を行った上で、所轄の警察署長と協議を行い、占用区域と施設の指定を行う。第 3 段階として、

選定委員会を設置し、占用者を募集し、占用者の選定を行う。選定委員会のメンバーは、地方

公共団体、学識経験者、都道府県公安委員会などからなる。ただし、特定の占用者が占用を行

うことについて十分な理由がある場合は、この選定の過程を省略することができる。第 4 段

所在地 法人名 設立年月日 指定年月日 関連公共空間 関連公共空間に対する取り組み内容

1 北海道／札幌市 札幌大通まちづくり（株） 2009年9月 2011年12月
大通公園
札幌駅前通り

・I LOVE ODORI（イベント等の企画）
・だいどんでん（イベントの調整）
・green bird（清掃活動の支援）
・オープンカフェの設置
・ポロクル（サイクルポートの設置）

2 富山県／富山市 （株）まちづくりとやま 2000年7月 2012年3月 グランドプラザ ・指定管理者として管理・運営

3 長野県／飯田市 （株）飯田まちづくりカンパニー 1998年8月 2012年3月 りんご並木など
・各種イベント企画
・りんご並木のエコハウス（沿道の施設管理）

4 埼玉県／川越市 （株）まちづくり川越 2008年3月 2012年5月 川越一番街など ・コミュニティサイクル事業（社会実験）

5 福井県／福井市 まちづくり福井（株） 2000年2月 2012年4月 ー ー

6 東京都／千代田区 秋葉原タウンマネジメント（株） 2007年12月 2013年9月
秋葉原中央通り
秋葉原駅前広場

・清掃l活動（美観推進事業）
・歩行者天国（運営事業）
・自動二輪駐車場管理（施設管理事業）
・広告事業

一
般

社
団
法
人

7 東京都／千代田区
一般社団法人
大手町・丸の内・有楽町地区
まちづくり協議会

1988年7月 2013年9月
丸の内仲通り
行幸通りなど

・ヘブンアーティスト
・丸の内打ち水プロジェクトなど

8 長野県／飯田市
特定非営利活動法人
南信州おひさま進歩

2004年6月 2012年3月 ー ー

9 長野県／飯田市
特定非営利活動法人
いいだ応援ネットイデア

2012年2月 2012年3月 りんご並木など
・インターナショナル・フィギア・マーケット（まちな
かイベント市場事業）

10 東京都／世田谷区 名称不明 不明 未定 小田急線上部空間

区として指定を想定している団体がある。今後、
小田急線上部利用地区（仮称）の都市再生整備
計画を策定予定であり、当該法人が中心となっ
てオープンカフェ・広告事業・マルシェ等を行って
いくことが想定されている。

11 東京都／江戸川区 名称不明 不明 未定 不明
JR小岩駅周辺地区のまちづくりに関する全体協
議会を地区のエリアマネジメント組織として発展
させ、指定していくことも考えられている。

12 滋賀県／草津市 名称不明 2013年2月 未定 不明
中心市街地と草津川跡地地区のエリアマネジメ
ントを実施する団体として指定を行うことが考え
られている。

13 兵庫県／姫路市 ひとネットワークひめじ 2012年10月 未定 姫路駅前広場
都市再生整備推進法人の候補として検討され
ている。

14 北海道／岩見沢市 （株）振興いわみざわ 不明 未定 不明
都市再生整備推進法人に指定する準備が進め
られている。

ま
ち
づ
く
り
会
社

N
P
O
法
人

指
定
予
定
団
体

表 2-7　都市再生整備推進法人とその活動内容 15
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階として、占用者として決定した主体が占用申請を行い、第 5 段階として道路管理者が占用

主体に占用許可を与える。以上が道路占用許可の特例が適用されるまでの流れである。2013

年現在、本制度を活用して恒常的なオープンカフェを実現させている事例は、新宿以外では大

阪、高崎、札幌の 3 都市である 17。

　このように、近年では公共空間に対する民間組織のマネジメント活動を支援するための制度

が生まれており、こうした官民連携の流れは継続するものと思われる。

　

図 2-4　「道路占用許可の特例」の適用までの流れ 16

① 都市再生整備計画への記載（都市再生特別措置法第 46 条第 10 項～第 11 項）

道路管理者・都道府県公安委員会の同意

都市再生整備計画への記載

市町村が都市再生に資する施設等として、食事施設等を都市再
生整備計画に位置づけ。その際、道路管理者及び都道府県公安
委員会と協議。

② 特例道路占用区域 ( 占用特例適用範囲）の指定（都市再生特別措置法第 62 条）

区市町村への意見聴取

管轄警察署長（所轄）と協議

区域、施設等の種類の指定・公示

道路管理者は、道路構造及び道路交通の安全等を勘案し施設等
の設置が可能な道路の区域を指定。指定に当たっては、当該区
域が都市再生整備計画の主旨に沿ったものかどうかにつき、市
町村の意見を聴取。あわせて、所轄警察署長と協議。

③ 占用者の選定

④ 占用申請（占用者）　（道路法第 32 条）

道路管理者が主催し、地方公共団体、有識者（学識経験者）、都
道県公安委員会等からなる選定委員会を設置し、地域の意向を
反映した審査基準となるよう、提案募集要領を作成。
上記要領に基づき、占用主体を公募。選定委員会において、応
募者の適格性をチェックするとともに、審議基準に基づき審査。

選定委員会設置

占用者の選定

占用者の募集
（施設の運用方法の提案も含めて募集）

占用希望者が一者しか予想されない場合又は特定の者が占用
を行うことについて十分な理由がある場合には、選定委員会
の設置、募集要領の策定、提案の審議を省略することができる。

（23 国道利第 22 号　国交省路政課長名通知）

⑤ 占用許可（道路管理者）　（道路法第 32 条）
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2-3　法制度等の変遷から見た時代ごとの特徴

　本節では、これまで述べて来た公共空間のマネジメントに関する法律・制度を含めて、近代

以降の法制度等の変遷を整理し、それらの変遷から見た各時代ごとの特徴を明らかにする。

　近代以前からの道路のマネジメントの変遷に関しては、井澤らによる文献に詳しい。井澤ら

は、江戸時代中頃（1650 年頃）から 1990 年代後半までを、「江戸期」、「明治 – 戦前期」、「高

度成長期」、「転換期」の 4 つに区分し、それぞれの特徴について述べている（表 2-8）。以下、

各区分の特徴の要点を述べた部分を引用する。

　江戸市中の道路空間は公儀地であり幕府の監督下にあったが、地縁生活共同体である町の自己　　

　負担による持ち場管理、つまり地域管理が行われていた。明治期に入ると民有地と官有地の区分

　が明確に行われ、欧米へのキャッチアップをめざすべく、道路は国の所有物として、「公共」が

　一元的に建設・管理する体制を整えていった。私的な生活空間や商業空間の延長としての道路利

　用は認めず、物流等交通利用の純化が行われていった。つまり道路空間に対する地域の関与は消

　滅した。戦後も道路整備水準の欧米へのキャッチアップと自動車交通の増加に伴う一層の円滑な

　交通処理を目的として　、公共による一元的建設・管理が強化された。

　1970 年代、80 年代から自動車交通優先から歩行者優先へ政策転換したが、基本的に公共による

　一元管理体制は変わらなかった。90 年代後半から道路空間での多様な利用（通行、対話、休息、飲食、

　イベントなど）を求める市民ニーズが高まり、様々な取り組みが展開されてきている。これまで

　の道路の公共一元的な建設・管理システムから市民ニーズに呼応する管理・運用システムへの転

　換が求められるようになったと考えられる 18。（井澤 , 2004, p.111）

　以上を踏まえた上で、近代以降（1945 年以降）の公共空間の整備、管理、利活用に関する

制度の時系列的な変遷を既往文献 19 を基に整理した（表 2-9）。整理に当たっては、「関連法律

高度成長期（1945年〜） 転換期（1970年代〜）

時代の要請
・封建社会の身分制度を反映した
　都市空間構造と空間管理

・公共管理主体の登場
・欧米へのキャッチアップ

・欧米へのキャッチアップのため
　の公共による道路の建設、管
　理の推進

・自動車中心から歩行者中心へ施
　策転換
・オープンカフェ等の新たな試みの
　展開

利用目的 ・円滑な交通、物流
・円滑な交通、物流
・軍事

・円滑な交通、物流
・公平な利用

・円滑な交通、物流と調和する多
　様な利用

所有 公儀地 国 国・都道府県・市町村 同左

管理 地域の持ち場負担 都道府県、市部 国・都道府県・市町村
市と地域の共同管理の試行
清掃美化でのアダプトプログラム

道路機能
多様
・社交、祭り、涼
・床店（床店請負人管理）

交通、物流
生活・商業空間延長利用禁止

交通、物流
同左

多様
・休憩、コミュニケーション、飲食、
　イベントなど

管理法 町触れ等
旧道路法
道路取締令

道路法
道路交通法

法令の運用

明治–戦前期
（1868年〜1945年）

江戸期
（〜1868年）

戦後期

表 2-8　道路空間のマネジメントの変遷 18
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及び制度・ガイドラインの変化」、また、それらの法律や制度・ガイドラインが生みだされるきっか

けとなった「社会情勢の変化」、そしてそれら 2 つの変化に伴う「道路等の公共空間の変化」の 3

つの視点で整理を行った。また、民間組織によるマネジメント活動等の観点から見て、特徴的な 4

つの時期に区分を行った。以下、その 4 つの時代区分ごとに特徴を記述する。なお、表 2-9 中に

おいて、第二次世界大戦終戦（1945 年）から朝鮮戦争終戦（1954）までの期間を「戦後復興期」、

1955 年から第一次オイルショック（1973 年）までの期間を「高度成長期」、1974 年からバブル崩

壊（1991 年）までの期間を「安定成長期」、それ以降の期間を「低成長期」とする。

（1）関連法制度整備期（1947 〜 1970）

　戦災復興期から脱却し、高度成長期も終盤にさしかかる1970 年までの時期を、「関連法制度整

備期」とする。これは、井澤の区分の高度成長期に相当する。

　1952 年に現行の「道路法」が制定され、それまで旧道路法（1919 年制定）に基づき全て国が

所有していた道路は、その一部が都道府県や市町村の所有物となり、国主導によるマネジメントか

ら行政主導のマネジメントへと移行する。1956 年には「都市公園法」が、1964 年には旧河川法

から現行の「河川法」が制定され、公園、河川についても同様に公共空間管理者としての自治体が

位置づけられることになる。1960 年には、道路交通取締法から現行の「道路交通法」が制定され、

道路の交通管理が強化された。また、公共空間の管理に関する法律ではないが、1949 年に「屋

外広告物法」が制定され、公共空間上を占用する広告物の基準が定められた。

　以上より、この期間は 2-1 において述べた、道路、公園、河川といった各公共空間の占用・使

用を規定する法律等が出そろう時期である。これらの法律に基づく許可の必要性及び占用基準が、

その後の公共空間の利用を厳しく規定することになる。

（2）歩行者環境回復期（1970 〜 1994）

　

　1970 年頃から、安定成長期を経て、低成長社会へ入って間もない頃（1994 年）までの時期を、「歩

行者環境回復期」とする。井澤の区分で言えば、転換期以降にあたる。

　1970 年代、高度成長期より続くモータリゼーションの進行等に起因する自動車の排気ガス等が、

都市環境の悪化を招いていた。また、増え続ける自動車により、車中心の道路環境が構築されて

おり、歩行者環境が悪化していた。そうした環境問題の悪化の改善を目的に、銀座、上野、新宿、

池袋等の一部の都心部で歩行者天国が行われるようになる 20。1972 年には道路交通法が改正さ
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れ、道路交通法の中で歩行者天国が位置付けられるようになった。また、1972 年には恒久的な

歩行者専用化にいち早く取り組んだ事例として、旭川平和通買物公園が知られている。

　また、高度成長期の経済性を優先した都市開発は、全国一律の均質な都市景観を生み出すこと

につながった。そのような背景から、都市の顔となるようなシンボル的な景観形成に対する取り組

みとして、1980 年代に、「都市景観モデル事業（1981）」、「シンボルロード整備事業（1984）」、「マ

イタウン・マイリバー整備事業（1987）」、「ふるさとの川整備事業（1987）」といった公共空間の景

観整備に関する事業が打ち出されていった。

　以上より、この期間は、公共空間の景観形成に対する取り組みと、とりわけ道路に関する取

り組みとして、都市環境改善のための歩行者天国が盛んになった。公共空間における景観形成

や歩行者環境に対して低下していた意識が回復し始める時期であると考えられる。

（3）民間マネジメント活動初動期（1995 〜 2006）

　1990 年代半ばから、2000 年代半ば頃までの時期を、「民間マネジメント活動初動期」とする。

これ以降、日本の社会は現在まで低成長社会が続く。

　1995 年頃、公共空間を意識した新たな取り組みとして、オープンカフェ（あるいはオープンエ

ア）と呼ばれる形態の飲食店が流行し、東京の主要な都市情報誌にも取り上げられるようになって

いた。1995 年時点で、青山、麻布、銀座、代官山等の都心部エリアの 100 以上の店舗でそのよ

うな形態が確認されている 21。一方で、この頃の「オープンカフェ」と呼ばれる形態は、まだ公共

空間上を占用したものは多くなく、敷地の内側に留まっているものが多かったと考えられる。その

後、1997 年には名古屋の久屋大通、翌年の 1998 年には広島の平和大通りにおいて、自治体が

民間組織と実行委員会等を組織し、公共空間の利活用としてのオープンカフェを実験的に実施し

た。1999 年には国土交通省道路局が「公募による道路の社会実験」を開始し、公共空間の利活

用に対する取り組みが国としても模索され始めた。こうした取り組みが行われ始める背景の1つには、

モータリゼーションの進行と、それに伴う郊外のロードサイドへの大型店舗の進出に起因する中心

市街地の衰退が挙げられる。一部の社会実験は、衰退した中心市街地の活性化策として位置付け

られていた。

　そのような機運を受けてか、2-1 において先述したように、特に 2004 年の景観法制定頃を境に、

各法律の施行令改正と、国土交通省及び警察庁による地域イベントのための通達等による道路の

占用基準の緩和が見られるようになる。
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　また、2-1 において前述したように、2000 年前後に、民間組織が公共空間の管理の一部を担う

ための制度である「アダプト・プログラム（1999 〜）」及び「指定管理者制度（2003）」が生まれ、

これらの制度を活用した民間組織による公共空間の管理に対する取り組みが始まる。これらの制度

において言われている管理は、主に清掃活動・美化活動である。道路、公園、河川等の基盤施設

の中では、特に公園における指定管理者制度の導入が進んでおり、その要因の 1 つとして通常の

道路、河川では使用料の徴収により利益をあげることが難しいこと等が考えられる。

　以上、この期間は、公共空間の利活用に関する新たな取り組みと、公共空間の維持管理の一

部を民間組織が担うための制度の創出など、管理に対する取り組みも生まれた時期である。つ

まり、民間組織が公共空間のマネジメントに関与し始めた初動期であると言うことができる。

また、公共空間を利用したイベント等に対する意識の高まりと相まって、公共空間の占用に関

する基準の緩和が行われ始めた時期でもある。

（4）民間マネジメント活動転換期（2007 〜）

　2007 年以降の時期を、「民間マネジメント活動転換期」とする。

　この時期における最大の出来事は、2011 年の都市再生特別措置法の改正により、官民連携で

公共空間のマネジメントを推進するための諸制度が生まれたことである。詳細は 2-2 にて述べたの

で割愛するが、都市再生整備推進法人は、2011 年度の札幌大通りまちづくり（株）を嚆矢として

現在 9 法人まで増え、道路占用許可の特例を使用したオープンカフェ等については、2012 年度の

新宿モア4 番街を皮切りに現在 4 事例まで増えている。こうした事例が成功を収めるかどうかはま

だ見守る段階にあると言えるが、民間組織による公共空間のマネジメントに対するニーズは確実に

高まっていると言える。

　また、特徴的なこととして、利活用と管理が組み合わされた制度が増えているいることが挙げら

れる。2011 年の都市再生特別措置法の改正、国土交通省による 2008 年の広告物占用基準の緩

和と 2013 年の道路占用制度の弾力化はいずれも、公共空間の管理に何かしらの貢献（維持管理

のため費用や、地域活性化イベント等の公益性のある取り組み等）をすることで占用基準を緩和す

ることが述べられている。

　以上より、この期間は、公共空間の占用基準の緩和における大きな変化があり、また利活用の

みならず整備と管理も含めた総合的な制度が生まれ、今後民間による公共空間のマネジメントがよ

り活発化へ向かうための転換期に当たると考えられる。
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表 2-9　近代以降の道路等の公共空間のマネジメントの変遷
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2-4　小括

　本章では、公共空間のマネジメントに関する法制度等の概要と、近年の動向を整理するとともに、

法制度等の変遷からみた公共空間のマネジメントの変化とその転換点を明らかにした。

　戦後から高度成長期始めにかけて公共空間の管理に関する法律が整備され、その法律に基づく

官主導のマネジメントが行われていた公共空間は、一部ではあるが 1970 年に歩行者天国という形

で歩行者へと開放され、特徴ある空間形成を行うための制度に基づく景観形成も試みられ始めた。

その後 20 年近くは特段の変化は見られないが、1990 年代以降、法改正や通達等による占用基

準の緩和が行われて来たことで、公共空間のマネジメントに民間組織が関与する事例は増えて来て

いると言える。特に近年では 2011 年の都市再生特別措置法改正に基づく包括的な諸制度が生ま

れるも、まだ試行段階であり、転換期にあることが分かる。

　利活用という面では、各公共空間の根拠法に基づく制約がありつつも、上述したような緩和策の

中で、民間組織（地域）が地域の活性化のために行う種々の活動が推奨され、かつては法制度上

実施が困難であり多くが社会実験の段階であったオープンカフェ等の屋外設備型の収益事業も数

事例ではあるが実現にこぎ着けている。

　管理の面では、アダプト・プログラムや指定管理者制度といった主に清掃活動・美化活動を自治

体の代わりに担うための制度が主体であったが、2011 年の都市再生特別措置法の改正により生ま

れた制度等では、利活用を認める代わりにその収益の一部を維持管理の費用に充てることを条件

とするような制度が出て来た。財源的な理由から民間組織が管理の一部を担うだけではない、よ

り積極的な意味で地域が管理を担うための官民協働関係を検討する必要がある。

　公共空間の中でも、特に道路空間に関する基準緩和や取組みが多いことからも、道路空間の民

間主体マネジメントのニーズが高いことが伺える。また、道路空間は公共空間の中でも都市に占め

る面積比重が高く、人々が生活を送る上で日常的に接する空間である。交通処理能力等で評価さ

れてきた道路空間を、新しい視点（マネジメントの視点）で評価する必要性は増していると言える。

以上より、次章では公共空間のうち道路空間を取り上げ、従来とは異なる視点で評価を行った上で、

その特徴と傾向を見ることとする。
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3-1　研究対象の選定

　　　

　本章では、公共空間の中でも、民間組織によるマネジメントのニーズが高いと思われる道路空間

を対象とし、マネジメントの観点等から評価を行った上で、その特徴と傾向を明らかにする。なお、

「道路空間」の定義は 1-2 に従うこととする。国内の道路空間のうち、民間組織がマネジメント（維

持管理または利活用）に関与している事例を、既往の文献 1 及び Web 上より収集した結果、全国

で 44 事例を選定した（表 3-1）。

　ただし、民間組織によるマネジメント活動が行われている旨の記述があっても、その活動が行わ

れている道路空間の場所が特定出来ないものは本研究では対象外とする。また、マネジメント活

動として、2 章で述べた「アダプト・プログラム」及びそれに準ずる制度を用いた清掃活動・美化活

動のみが行われている道路空間についてはその事例数が非常に多いため、本研究の研究対象とし

ては除外することとする。

　選定した道路は、幅員が 10m 以下の狭いものから100m 近い広いものまである。また、車道及

び歩道を有した通常の道路から、歩行者専用道路、地下道、公園と一体化したものまでその形態

には様々なバリエーションがある。表 3-1 中の「所有者」は、財産として対象道路を所有している

主体のことを指し、そのほとんどが自治体である。また、「整備年」は、対象道路空間において空

間の大幅な変化を伴う主要な整備があった年のことを指す。「幅員」は、車道、歩道、その他緑地

帯等を合計した幅員を表している。なお、データは上記文献及び Web 上に記載がある範囲で収集

し、幅員及び延長について記載のないものに関しては、「ゼンリン電子地図帳 Zi14」上で筆者が測

定を行った結果を記している。
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表 3-1　研究対象道路
都道府県 市町村 道路名 所有者 整備年 幅員（m） 延長（km）

1 札幌市 大通公園 札幌市 1911・1950 105 1.50

2 札幌市 札幌駅前通り 札幌市 - 36 1.90

3
札幌市

札幌駅前通り
地下歩行空間

札幌市 2011 12 0.50

4 旭川市 平和通買物公園 旭川市 1972・2002 20 1.00

5 秋田県 小坂町 明治百年通り 小坂町 - 22 0.30

6 岩手県 盛岡市 材木町商店街 盛岡市 - 16 0.40

7 宮城県 仙台市 定禅寺通り 仙台市 1957 46 0.70

8 新宿区 新宿モア4番街 新宿区 1986 22 0.10

9 新宿区 新宿通り 新宿区 - 25 -

10
千代田区 丸の内仲通り 千代田区

1960頃・2002
・2007

21 1.60

11
千代田区

行幸通り
地下歩行空間

東京都 2007 20 0.20

12 千代田区 秋葉原中央通り 千代田区 - 36 -

13
中央区 銀座中央通り

関東地方整備局東京
国道事務所

1968 27 1.00

14 中央区 銀座三越内通路 （株）三越 2010 8 0.05

15 中央区 トリトンブリッジ 中央区 - 6 0.10

16 港区 汐留駅地下歩行空間 港区 1998頃 36 -

17 港区 汐留駅前歩行者デッキ 港区 1998頃 4〜8 -

18 港区 六本木けやき坂通り 港区 2003 36 0.40

19 横浜市 日本大通り 横浜市 1879・2002 36 0.50

20
横浜市 元町ショッピングストリート 横浜市

1958頃・1980
頃・2005

12 0.60

21 横浜市 イセザキモール 横浜市 1972 14.5 0.50

22 横浜市 桜木町駅前「動く歩道」 横浜市 1989 8 0.20

23 浜松市 アクト通り 浜松市 - 40 0.80

24 浜松市 ギャラリーモール 浜松市 2011 22 0.09

25 長野県 飯田市 りんご並木 飯田市 1953・1999 30 1.20

26 富山市 大手モール 富山市 - 30 0.30

27 富山市 グランドプラザ 富山市 2007 21 0.06

28 石川県 輪島市 本町通り 輪島市 - 8 0.40

29 大津通り 名古屋市 - 32 0.70

30 久屋大通公園 名古屋市 1963 100 1.80

31 名駅通り 名古屋市 - 52 -

32 岐阜県 高山市 宮川朝市通り 高山市 - 6 -

33 大阪市 グランフロント並木通り 大阪市 2013 44 -

34
大阪市 御堂筋

近畿地方整備局大阪
国道事務所

1937 44 4.00

35 兵庫県 神戸市 三宮中央通り 神戸市 2001 25 0.60

36 香川県 高松市 丸亀商店街 高松市 2006 8 0.50

37 高知県 高知市 追手筋 高知市 - 28 0.80

38 愛媛県 松山市 大街道商店街 松山市 1982 15 1.00

39 宮崎県 宮崎市 四季ふれあいモール （株）宮崎山形屋 2006 5.7 0.05

40 福岡市 渡辺通り 福岡市 1910 52 -

41 福岡市 博多駅前通り 福岡市 2011 56 1.00

42
福岡市

博多駅前通り
地下歩行空間

福岡市 2012 18 0.60

43 福岡市 天神地下街 福岡市 2005 46 0.60

44 北九州市 勝山橋 北九州市 2000 40 0.9

名古屋市

福岡県

東京都

神奈川県

愛知県

北海道

富山県

大阪府

静岡県
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3-2　指標構築と類型化

　3-2-1　類型化に向けた指標構築

　本節では、道路空間を民間組織によるマネジメント活動等の観点から評価するための評価指標

を構築する。（財）道路新産業開発機構は、「都市開発の有無」、「周辺地域の土地利用」、「法人形態」

等の観点から、民間組織による道路管理のタイプ分けを行い、その結果 5 つのタイプに分類を行っ

ている。以下、その 5 つのタイプの特徴を述べた部分を引用する（一部筆者が省略）。

　①「エリア再生型」

　　『エリア再生型』は開発を伴う大都市の商業・業務系地域を対象として展開されるタイプとなります。 

　　維持管理は、開発地区内の歩行者空間を一体的・比較的大規模に管理する事例が多く、対象とな　

　　る公共空間としては、駅前広場、ペデストリアンデッキ、地下通路、歩道橋がみられます。維持管

　　理の内容としては、清掃、軽微な補修、巡回、施設点検等、多岐にわたっており、グレードの高い

　　管理を行っているものと推察されます。民間組織の法人形態としては、「株式会社」をとる事例が最

　　も多くみられますが、任意団体の形式もみられます。公物管理者との契約については、大半の団体

　　が契約を取り交わしています（以下略）。

　②「拠点整備型」

　　『拠点整備型』は、『エリア再生型』と同様に、開発を伴う中核的な都市の商業・業務系地域を対

　　象として展開されるタイプといえますが、『エリア再生型』に比べると対象エリアの規模が小さくなる

　　タイプとなります。維持管理については、歩道や駅前広場等の歩行者空間の管理が主となり、維持

　　管理の内容としては、清掃、軽微な補修等の活動となっています。民間組織の法人形態としては、「株

　　式会社」や「商店街振興組合」の法人格を有するものをとっており、公物管理者との契約は、半分

　　程度が取り交わされているようです（以下略）。

　③「既存商業活性化型」

　　『既存商業活性化型』は、開発を伴わないタイプとなり、主に既存商店街等を中心として展開され

　　るタイプといえます。 維持管理については、商店街内にある道路空間が管理の対象となっており　　

　　歩道や歩車未分離の街路等が該当します。維持管理の内容としては、清掃が主になっています。

　　民間組織の法人形態としては、「商店街振興組合」が最も多く、「株式会社」も次いで多くなっています。

　　公物管理者との契約は、契約していない団体の方が多くなっています。具体的には歩道や歩車未分

　　離の街路等で契約していない事例が多くみられます。維持管理費用の負担については、100％民間

　　負担とする事例が多くなっています（以下略）。

　④「事業組合発展型」

　　『事業組合発展型』は、開発を伴うタイプとなり、対象地域の用途は住宅地となります。 維持管理

 　　については、開発地区内の歩道や駅前広場が対象となり、維持管理の内容としては、清掃が主になっ
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　　　ています。民間組織の法人形態としては、「NPO 法人」の事例がみられます。公物管理者とは契　

　　　約を締結しており、維持管理費用は全額公共が負担しています（以下略）。

　　⑤「市民活動型」

　　　『市民活動型』は、『事業組合発展型』と同様に住宅地で活動されるタイプですが、開発は伴

　　　いません。町内会等の自治会活動の一部として取組まれる活動イメージです。 維持管理につ

　　　いては、対象地域内の道路の清掃や除草が主となります。民間組織の法人形態も任意団体の

　　　ものが大半となり、公物管理者との維持管理契約については、一部活動事例では指定管理者

　　　制度を活用して契約を締結して管理するものもみられますが、活動団体ベースでみると契約

　　　締結には積極的ではないものと推察されます。維持管理費用は全額民間が負担する傾向が強

　　　いようです（以下略）2。（（財）道路新産業開発機構 , 2010, p.2-76,77）

　以上の既往文献による成果を踏まえた上で、評価指標を整理した。（表 3-2）。評価の観点として、

①周辺地区の特性、②道路の特性、③マネジメント組織の特性、④利活用の特性、⑤維持管理の

特性、の大きく5 つの観点を設定した。

表 3-2　道路空間の評価指標

観点

1 沿道の土地利用（商業/住宅/業務）

2 沿道の地価（円/㎡）

3 沿道の容積率（％）

4 周辺駅の状況客数（人/日）

5 昼間人口密度（人/㎡）

6 歩道幅員（m）

7 車道幅員（m）

8 歩行者交通量（人/日）

9 自動車交通量（台/日）

10 歩行空間充実度（歩行可能幅員/合計幅員）

11 再開発による整備の有無

12 法的な位置づけ（道路/歩行者専用道/公園/広場その他）

13 市民組織

14 商店街組織

15 まちづくり会社

16 地権者・民間企業

17 その他第三セクター

18 歩行者天国の有無

19 屋外設備型飲食利用の有無

20 物販利用の有無

21 その他イベント等の有無

22 上空占用の有無

23 広告事業の有無

24 指定管理者の有無

25 協定（契約）による管理の有無

26 協定によらない（自主的な）管理の有無

評価項目（26）

⑤維持・管理の特性

①地区の特性

②道路の特性

④利活用の特性

③マネジメント組織の特性
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　5 つの観点のうち、①、③、④、⑤の観点は上記文献を基に設定し、観点②の道路の特性を独

自に追加したが、②のうち「再開発による整備の有無」は既往文献を基にしている。また、それぞ

れの観点の細分化を行い、２6 の指標を構築した。ただし、「歩行者交通量」及び「自動車交通量」

に関しては、全ての対象道路においてデータを収集するのが困難であるため、本研究では指標

として除外し、合計 24 の指標で道路空間の評価を行うこととする。

　①「地区の特性」は、「沿道の土地利用」、「沿道の地価」、「沿道の容積率」、「周辺駅の乗降客数」、「昼

間人口密度」の 5 つで構成される。これらは地区の用途、開発へのニーズ、規模、賑わい等を表

す指標である。「沿道の地価」は路線価 3 を用いており、対象道路区間の平均値を用いる。路線

価が測定困難な場合は、最も近い土地の地価で代用した。「沿道の容積率」は、各自治体の HP上

で閲覧可能な都市計画図に記載されている値を用いる。「周辺駅の乗降客数」は、対象道路の中

心点（両端の中間点）から半径 600m 以内に存在する鉄道駅の乗降客数データ（2011 年）の合

計であり、各鉄道会社の HP または各自治体の統計資料等を参照した。なお、乗車人員しか分か

らない場合は、乗車人員を 2 倍したものを乗降者数とする。また、「昼間人口密度」は、本来なら

ば道路の立地する小地域の値を用いるのが適切だと考えるが、全ての小地域でデータを揃えること

が困難であるため、本研究では対象道路の立地する自治体の昼間人口 4 を用いる。

　②「道路の特性」は、「歩道幅員」、「車道幅員」、「歩行者交通量」、「自動車交通量」、「歩行空

間充実度」、「再開発による整備の有無」、「法的な位置づけ」の 8 つで構成される。これらは道路

の空間的な機能・構成や道路の占用のし易さ等を表す指標である。「歩行空間充実度」は、歩行

可能幅員を合計幅員で除したものである。また、法的な位置づけに関しては、1-2 で定義した道路

空間は法律上は道路ではないものも含むため、対象道路空間の一部または全部が法的にどのよう

に位置づけられているかを見るものである。

　③「マネジメント組織の特性」は、「市民組織」、「商店街組織」、「まちづくり会社」「地権者・民

間企業」、「その他第三セクター」の 5 つで構成される。これは道路空間のマネジメントに関与する

民間組織の主体を表す指標である。

　④「利活用の特性」は、「歩行者天国の有無」、「屋外設備型飲食利用の有無」、「物販利用の有無」、

「その他イベント等の有無」、「上空占用の有無」、「広告事業の有無」の 6 つで構成される。これは

民間組織が道路空間上で行う利活用の特徴を表す指標である。なお、「屋外設備型飲食利用」（オー

プンカフェ等）及び「物販利用」（市場やマルシェ等）の名称は既往文献 5 の定義に基づいている。

また、「歩行者天国の有無」、「屋外設備型飲食利用の有無」、「物販利用の有無」に関しては、さら

にその実施頻度等で細分化を行う。「上空占用の有無」は、アーケード及びそれに類する構成要素

の設置、立体通路の設置等の上空の占用を伴う利活用の有無である。
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　⑤「維持管理の特性」は、「指定管理者の有無」、「協定（契約）による管理の有無」、「協定によ

らない（自主的な）管理の有無」の 3 つで構成される。これは民間組織が道路空間で行う維持管

理活動の特徴を表す指標である。「協定による管理の有無」は、行政と協定を取り結び、道路空

間の維持管理の一部を担っているかどうかを見るものである。また、「協定によらない管理の有無」

は、行政と協定を結んでいる訳ではないが、民間組織が自主的に取り組んでいる維持管理活動で

あり、自主協定等を設けている場合はこちらに含める。

　　3-2-2　指標に基づく類型化と傾向

　3-2-1で構築した指標を基に、選定した 44 の道路空間を類型化する。指標に基づいた各道路

空間の量的なデータ及び関連する民間組織を整理した（表 3-3）。

　観点④の「利活用の特性」の指標である「歩行者天国の有無」、「屋外設備型飲食利用の有無」、

「物販利用の有無」に関しては、それぞれ「毎日 / 毎週 / 単発」、「恒常化・継続的 / 社会実験」、「継

続的 / 単発」のように活動の頻度や定着の度合いで細分化を行った。なお、事例収集の際に利用

した文献及び Web 上（各組織の HP 等）等で収集可能な範囲の情報に基づいている。

　観点⑤の「維持管理の特性」の指標である「協定による管理の有無」、「協定によらない管理の有無」

に関しては、それぞれ「舗装の修繕 / 植栽の管理 / 清掃活動」、「植栽の管理 / 清掃活動 / その他

（自転車管理等）」のように管理の中身について細分化を行った。「協定によらない管理の有無」は

事例収集の際に利用した文献及び Web 上（各組織の HP 等）等で収集出来た範囲の情報に基づく

ものである。「協定による管理の有無」は、文献や WEB 上の情報の他、協定に基づく管理活動か

どうか不明なものを含め、適宜自治体または関連する民間組織に電話等でのヒアリングを実施し、

管理活動の有無の確認を行った（全ての事例に対してヒアリングを行うことは出来なかった）。

　以上の情報を基に、該当する項目に「●」、該当しない（またはいずれの方法でも情報が得られて

いない）項目に「–」を記し情報を整理した上で、対象道路の類型化を行った結果、10 の類型に分

類することができた（表 3-4）。以下、類型ごとの特徴・傾向と代表事例のマネジメントの中身につ

いて述べる。ただし、協定に基づく管理の中身はあくまで一般論としてのものであり、維持管理の

主体は道路の状態等により変わり得るので、明確な管理の範囲や境界が存在するわけではないこ

とを申し添えておく。
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表 3-3　類型別の情報整理
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注 1）大手モール周辺駅の乗降客数に関しては、富山新聞 HP（http://www.toyama.hokkoku.co.jp/subpage/TH20100123411.htm, 2013 年 1 月参照）を基に筆者推定。

注 3）グランドプラザ周辺駅の乗降客数に関しては、大手モールと立地がほぼ同じため、大手モールと同じ値を用いている。

注 2）大手筋周辺駅の乗降客数に関しては、高知市作成資料（http://www.city.kochi.kochi.jp/uploaded/attachment/2544.pdf）を基にしている。



表 3-4　5つの観点に基づく道路空間の類型化

商業 業務 住宅
200
以下

200〜
600

600〜
3千

3千
以上

300
以下

300〜
500

600〜
800

800
以上

1万
以下

1万〜
10万

10万〜
100万

100万
以上

千
以下

千〜
1万

1万
〜2万

2万
以上

8
以下

8〜
16

16〜
24

25
以上

10
以下

11〜
20

21〜
30

31
以上

低 中 高
広場

その他
公園 道路

歩行者
専用道

毎日 毎週 単発
恒常化・
継続的

社会実験 継続的 単発
植栽

の管理
清掃
活動

自転車
管理

その他
道路舗装
の修繕

植栽
の管理

清掃
活動

岩手県 盛岡市 材木町商店街 ● - ● ● - - - - ● - - - ● - - ● - - - ● - - - ● - - - - ● - - - - ● - - ● - - - - ● - - - ● - ● - - - ● - ● ●※ - - -

石川県 輪島市 本町通り ● - ● ● - - - ● - - - ● - - - ● - - - ● - - - ● - - - - ● - - - - ● - - ● - - - ● - - - - ● - - - - - - - - - - - -

富山県 富山市 大手モール ● ● ● ● - - - - ● - - ● - - - ● - - - - ● - - - ● - - - ● - - - - ● - ● ● ● - - - - - - - ● - ● - - - - - - - - - -

岐阜県 高山市 宮川朝市通り ● - ● ● - - - ● - - - ● - - - ● - - - ● - - - ● - - - - ● - - - - ● - - ● - - - ● - - - - ● - - - - - - - - - - - -

高知 高知市 追手筋 ● ● ● ● - - - ● - - ● - - - - ● - - ● - - - - ● - - ● - - - - - ● - ● - - - - - ● ● - - ● - ● - - - - - - - - - -

北海道 札幌市 大通公園 ● ● - - ● - - - - - ● - - ● - - ● - - - - - ● - - ● - - - ● - - ● ● - ● - ● - ● - - ● ● - - ● ● - - ● ● - - - ● ● -

宮城県 仙台市 定禅寺通り ● ● - - ● - - - ● - - - ● - - - ● - - - - - ● - - ● - - ● - - - ● ● - ● ● - - - - - ● - ● - ● ● - - - - - - - - - -

愛知県 名古屋市 久屋大通 ● ● ● - ● - - - - - ● - - ● - - ● - - - - - ● - - ● - - - ● - - ● ● - ● ● - - ● - - - - ● - ● ● - - ● - - - - ●※ ●※ -

福岡県 北九州市 勝山橋 ● ● - - ● - - - ● - - - ● - - - ● - - - - ● - - - ● - - ● - - - ● ● - ● - ● - - - - ● ● - ● ● - - - - - - - - - -

北海道 札幌市 札幌駅前通り ● ● - - - ● - - - - ● - - ● - - ● - - - ● - - - - ● - ● - - - - - ● - - - ● - - - - ● ● - - - ● - ● - ● - - - ● ● -

神奈川県 横浜市 日本大通り ● ● - - ● - - - - ● - - - ● - - ● - - - - ● - - - ● - - - ● - - - ● - ● - - - - - - ● - ● - ● ● - - - - - - - - - -

兵庫県 神戸市 三宮中央通り ● ● - - - ● - - - - ● - - ● - - ● - - - ● - - - ● - - - ● - - - - ● - - ● - - - - - - - ● - - ● - - - - - - ● ● ● -

東京都 新宿区 新宿通り ● - - - - - ● - - - ● - - - ● - - - ● ● - - - - ● - - ● - - - - - ● - - ● - - - - ● - - - - - ● - - - ● - ● - ●※ - -

東京都 千代田区 秋葉原中央通り ● ● - - - - ● - - - ● - - ● - - - - ● ● - - - - - ● - ● - - - - - ● - - ● ● - - - ● - - - - - ● - - - ● ● ● - - - -

東京都 中央区 銀座中央通り ● - - - - - ● - - - ● - - ● - - - - ● ● - - - - ● - - ● - - - - - ● - - ● - - - - ● - - - - - ● - - - - - - - ●※ - -

愛知県 名古屋市 南大津通り ● - - - - - ● - - - ● - - ● - - ● - - ● - - - - - ● - ● - - - - - ● - - ● - - - - ● - - - - - ● - - - - - - ●※ - - -

秋田県 鹿角市 明治百年通り - - ● ● - - - ● - - - ● - - - ● - - - - ● - - ● - - - - ● - - - - ● - ● - - ● - - - ● - - - - ● - - ● - - - - - - -

静岡県 浜松市 アクト通り ● - ● ● - - - - ● - - - ● - - ● - - - - ● - - ● - - - - - ● - - - ● - ● - - - - - - - - - - ● ● - - ● - - - - - - -

長野県 飯田市 りんご並木 ● - ● ● - - - - ● - - ● - - - ● - - - - ● - - - ● - - - ● - - - - ● - ● - - - ● - - ● - - - ● ● - - ● - - - - - - -

愛知県 名古屋市 名駅通り ● ● - - - - ● - - - ● - - - ● - ● - - - ● - - - - - ● ● - - - - - ● - - - - ● - - - - - - - - ● - ● - ● ● - - ●※ - -

大阪 大阪市 御堂筋 ● ● - - - ● - - - - ● - - ● - - - ● - - ● - - - - - ● ● - - - - - ● - - - - ● - - - ● - - - - ● - ● - ● ● - - - - -

福岡 福岡市 博多駅前通り ● ● - - - ● - - - ● - - - ● - - ● - - - - ● - - - - ● - ● - - - - ● - - - - ● ● - - ● - - - - ● - ● - ● ● - - ●※ - -

福岡 福岡市 渡辺通り ● ● - - - ● - - - - ● - - ● - - ● - - - ● - - - - - ● ● - - - - - ● - - - - ● ● - - - - - - - ● - ● - ● ● - - ● - -

北海道 旭川市 平和通買物公園 ● ● - - ● - - - - ● - ● - - - ● - - - - - ● - ● - - - - - ● - - - - ● - ● - - - - - - - - - ● ● - - - - - - - ●※ - -

神奈川 横浜市 元町ショッピングストリート ● - ● - - ● - - ● - - - - ● - - ● - - - ● - - ● - - - - - ● - ● - ● - - ● - - - - ● - - - - ● ● ● - ● ● - ● ●※ ●※ ●※ -

神奈川 横浜市 イセザキモール ● - ● - ● - - - ● - - - - ● - - ● - - - ● - - ● - - - - - ● - - - - ● - ● - - - - - - - - - - ● ● - ● - ● ● ●※ ●※ ●※ -

愛媛 高松市 丸亀商店街 ● ● ● - ● - - - ● - - - ● - - - ● - - ● - - - ● - - - - - ● ● - - - ● - ● ● - - - - - - - - ● ● ● - - - - - ●※ ●※ ●※ -

愛媛 松山市 大街道商店街 ● - ● - ● - - - ● - - ● - - - - ● - - - ● - - ● - - - - - ● - - - - ● - ● ● - - - - - - - - ● ● ● ● - - - - ●※ ●※ ●※ -

【H】 東京都 新宿区 新宿モア4番街 ● - - - - - ● - - - ● - - - ● - - ● - - ● - ● - - - - - ● - - - ● - - ● - - - ● - - ● - - - ● - ● - ● - - ●※ - ●※ -

東京都 千代田区 丸の内仲通り ● ● - - - - ● - - - ● - - - ● - - - ● - ● - - ● - - - - ● - ● ● - ● - - - - ● ● - - ● ● - - ● ● - ● ● ● - ● ●※ - - -

東京都 千代田区 行幸通り地下歩行空間 - ● - - - - ● - - - ● - - - ● - - - ● - - ● - ● - - - - - ● ● - - - ● - - - - ● - - - - - ● - - - ● - - - - ● - ● -

東京都 中央区 トリトンブリッジ - ● - - - ● - - ● - - - ● - - - - - ● - ● - - ● - - - - - ● ● - - - ● - - - - ● - - - - - - - - - - - - - - ●※ - ●※ -

東京都 港区 汐留駅地下歩行空間 - ● - - - ● - - - - ● - - - ● - - - ● - - - ● ● - - - - - ● ● - - - ● - - - ● - - - - - - - - - - ● - - - - ● - ● -

東京都 港区 汐留駅前歩行者デッキ - ● - - - ● - - - - ● - - - ● - - - ● ● - - - ● - - - - - ● ● - - - ● - - - ● - - - - - - - - - - - - - - - ● - ● -

東京都 港区 六本木けやき坂通り ● ● - - - ● - - - ● - - - - ● - - - ● - - ● - - ● - - - ● - ● ● - ● - - - - ● - - - - - - - - ● - - - - - - ● ● ● -

神奈川県 横浜市 桜木町駅前「動く歩道」 ● ● - - - ● - - - - ● - - ● - - ● - - ● - - - ● - - - - - ● ● - - - ● - - - - ● - - - - - - - - - - - - - - ● - ● -

大阪 大阪市 グランフロント並木通り ● ● - - - ● - - - - ● - - - ● - - ● - - - ● - - ● - - - ● - ● - - ● - - - - ● - - - - ● - - - - - ● - - - - ●※ - - -

福岡 福岡市 天神地下街 ● ● - - - ● - - - - ● - - ● - - ● - - - - - ● ● - - - - - ● ● - - - ● - - - ● - - - - - - - ● ● - ● - - - - ●※ - ●※ -

福岡 福岡市 博多駅前通り地下歩行空間 ● ● - - - ● - - - ● - - - ● - - ● - - - - ● - - ● - - - - ● ● - - - ● - - - ● - - - - - - - - - - - - - - - ● - ● -

北海道 札幌市 札幌駅前通り地下歩行空間 ● ● - - - ● - - - - ● - - ● - - ● - - - ● - - ● - - - - - - ● ● - ● ● - - ● - - - - - - - ● ● ● - ● - - - - - - - ●

東京都 中央区 銀座三越内通路 ● - - - - ● - - - - ● - - - ● - - - ● ● - - - ● - - - - - - ● ● - - - - - - ● - - - - - - - - - ● - - - - - ● - ● -

静岡県 浜松市 浜松市ギャラリーモール ● ● - - - ● - - - ● - - ● - - ● - - - - - ● - ● - - - - - - ● ● - - ● - - ● ● - - - - - - - ● ● ● - - - - - - - - ●

富山 富山市 グランドプラザ ● ● ● - ● - - - - ● - ● - - - ● - - - - - ● - ● - - - - - - ● ● - - - - - ● - - - - - - - - ● ● ● - - - - - - - - ●

宮崎県 宮崎市 四季ふれあいモール ● ● ● ● - - - - - ● - ● - - - ● - - - ● - - - ● - - - - - - ● ● - - - - - - ● - - - - - - - ● - ● - - - - - ● - ● -

【I】

【J】

【E】

【A】

【B】

【C】

【D】

【F】

【G】
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車道幅員（m）
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広告
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その他
イベント等

まちづ
くり団体

歩行者天国法的な位置づけ

道路の特性

道路名
周辺の土地利用

再開発に
よる整備

都道府県 市町村
周辺駅の乗降客数（人/日） 歩行空間充実度路線価(円/㎡) 沿道の容積率(%) 昼間人口密度（人/㎡） 歩行可能幅員(m)



商業 業務 住宅
200
以下

200〜
600

600〜
3千

3千
以上

300
以下

300〜
500

600〜
800

800
以上

1万
以下

1万〜
10万

10万〜
100万

100万
以上

千
以下

千〜
1万

1万
〜2万

2万
以上

8
以下

8〜
16

16〜
24

25
以上

10
以下

11〜
20

21〜
30

31
以上

低 中 高
広場

その他
公園 道路

歩行者
専用道

毎日 毎週 単発
恒常化・
継続的

社会実験 継続的 単発
植栽

の管理
清掃
活動

自転車
管理

その他
道路舗装
の修繕

植栽
の管理

清掃
活動

岩手県 盛岡市 材木町商店街 ● - ● ● - - - - ● - - - ● - - ● - - - ● - - - ● - - - - ● - - - - ● - - ● - - - - ● - - - ● - ● - - - ● - ● ●※ - - -

石川県 輪島市 本町通り ● - ● ● - - - ● - - - ● - - - ● - - - ● - - - ● - - - - ● - - - - ● - - ● - - - ● - - - - ● - - - - - - - - - - - -

富山県 富山市 大手モール ● ● ● ● - - - - ● - - ● - - - ● - - - - ● - - - ● - - - ● - - - - ● - ● ● ● - - - - - - - ● - ● - - - - - - - - - -

岐阜県 高山市 宮川朝市通り ● - ● ● - - - ● - - - ● - - - ● - - - ● - - - ● - - - - ● - - - - ● - - ● - - - ● - - - - ● - - - - - - - - - - - -

高知 高知市 追手筋 ● ● ● ● - - - ● - - ● - - - - ● - - ● - - - - ● - - ● - - - - - ● - ● - - - - - ● ● - - ● - ● - - - - - - - - - -

北海道 札幌市 大通公園 ● ● - - ● - - - - - ● - - ● - - ● - - - - - ● - - ● - - - ● - - ● ● - ● - ● - ● - - ● ● - - ● ● - - ● ● - - - ● ● -

宮城県 仙台市 定禅寺通り ● ● - - ● - - - ● - - - ● - - - ● - - - - - ● - - ● - - ● - - - ● ● - ● ● - - - - - ● - ● - ● ● - - - - - - - - - -

愛知県 名古屋市 久屋大通 ● ● ● - ● - - - - - ● - - ● - - ● - - - - - ● - - ● - - - ● - - ● ● - ● ● - - ● - - - - ● - ● ● - - ● - - - - ●※ ●※ -

福岡県 北九州市 勝山橋 ● ● - - ● - - - ● - - - ● - - - ● - - - - ● - - - ● - - ● - - - ● ● - ● - ● - - - - ● ● - ● ● - - - - - - - - - -

北海道 札幌市 札幌駅前通り ● ● - - - ● - - - - ● - - ● - - ● - - - ● - - - - ● - ● - - - - - ● - - - ● - - - - ● ● - - - ● - ● - ● - - - ● ● -

神奈川県 横浜市 日本大通り ● ● - - ● - - - - ● - - - ● - - ● - - - - ● - - - ● - - - ● - - - ● - ● - - - - - - ● - ● - ● ● - - - - - - - - - -

兵庫県 神戸市 三宮中央通り ● ● - - - ● - - - - ● - - ● - - ● - - - ● - - - ● - - - ● - - - - ● - - ● - - - - - - - ● - - ● - - - - - - ● ● ● -

東京都 新宿区 新宿通り ● - - - - - ● - - - ● - - - ● - - - ● ● - - - - ● - - ● - - - - - ● - - ● - - - - ● - - - - - ● - - - ● - ● - ●※ - -

東京都 千代田区 秋葉原中央通り ● ● - - - - ● - - - ● - - ● - - - - ● ● - - - - - ● - ● - - - - - ● - - ● ● - - - ● - - - - - ● - - - ● ● ● - - - -

東京都 中央区 銀座中央通り ● - - - - - ● - - - ● - - ● - - - - ● ● - - - - ● - - ● - - - - - ● - - ● - - - - ● - - - - - ● - - - - - - - ●※ - -

愛知県 名古屋市 南大津通り ● - - - - - ● - - - ● - - ● - - ● - - ● - - - - - ● - ● - - - - - ● - - ● - - - - ● - - - - - ● - - - - - - ●※ - - -

秋田県 鹿角市 明治百年通り - - ● ● - - - ● - - - ● - - - ● - - - - ● - - ● - - - - ● - - - - ● - ● - - ● - - - ● - - - - ● - - ● - - - - - - -

静岡県 浜松市 アクト通り ● - ● ● - - - - ● - - - ● - - ● - - - - ● - - ● - - - - - ● - - - ● - ● - - - - - - - - - - ● ● - - ● - - - - - - -

長野県 飯田市 りんご並木 ● - ● ● - - - - ● - - ● - - - ● - - - - ● - - - ● - - - ● - - - - ● - ● - - - ● - - ● - - - ● ● - - ● - - - - - - -

愛知県 名古屋市 名駅通り ● ● - - - - ● - - - ● - - - ● - ● - - - ● - - - - - ● ● - - - - - ● - - - - ● - - - - - - - - ● - ● - ● ● - - ●※ - -

大阪 大阪市 御堂筋 ● ● - - - ● - - - - ● - - ● - - - ● - - ● - - - - - ● ● - - - - - ● - - - - ● - - - ● - - - - ● - ● - ● ● - - - - -

福岡 福岡市 博多駅前通り ● ● - - - ● - - - ● - - - ● - - ● - - - - ● - - - - ● - ● - - - - ● - - - - ● ● - - ● - - - - ● - ● - ● ● - - ●※ - -

福岡 福岡市 渡辺通り ● ● - - - ● - - - - ● - - ● - - ● - - - ● - - - - - ● ● - - - - - ● - - - - ● ● - - - - - - - ● - ● - ● ● - - ● - -

北海道 旭川市 平和通買物公園 ● ● - - ● - - - - ● - ● - - - ● - - - - - ● - ● - - - - - ● - - - - ● - ● - - - - - - - - - ● ● - - - - - - - ●※ - -

神奈川 横浜市 元町ショッピングストリート ● - ● - - ● - - ● - - - - ● - - ● - - - ● - - ● - - - - - ● - ● - ● - - ● - - - - ● - - - - ● ● ● - ● ● - ● ●※ ●※ ●※ -

神奈川 横浜市 イセザキモール ● - ● - ● - - - ● - - - - ● - - ● - - - ● - - ● - - - - - ● - - - - ● - ● - - - - - - - - - - ● ● - ● - ● ● ●※ ●※ ●※ -

愛媛 高松市 丸亀商店街 ● ● ● - ● - - - ● - - - ● - - - ● - - ● - - - ● - - - - - ● ● - - - ● - ● ● - - - - - - - - ● ● ● - - - - - ●※ ●※ ●※ -

愛媛 松山市 大街道商店街 ● - ● - ● - - - ● - - ● - - - - ● - - - ● - - ● - - - - - ● - - - - ● - ● ● - - - - - - - - ● ● ● ● - - - - ●※ ●※ ●※ -

【H】 東京都 新宿区 新宿モア4番街 ● - - - - - ● - - - ● - - - ● - - ● - - ● - ● - - - - - ● - - - ● - - ● - - - ● - - ● - - - ● - ● - ● - - ●※ - ●※ -

東京都 千代田区 丸の内仲通り ● ● - - - - ● - - - ● - - - ● - - - ● - ● - - ● - - - - ● - ● ● - ● - - - - ● ● - - ● ● - - ● ● - ● ● ● - ● ●※ - - -

東京都 千代田区 行幸通り地下歩行空間 - ● - - - - ● - - - ● - - - ● - - - ● - - ● - ● - - - - - ● ● - - - ● - - - - ● - - - - - ● - - - ● - - - - ● - ● -

東京都 中央区 トリトンブリッジ - ● - - - ● - - ● - - - ● - - - - - ● - ● - - ● - - - - - ● ● - - - ● - - - - ● - - - - - - - - - - - - - - ●※ - ●※ -

東京都 港区 汐留駅地下歩行空間 - ● - - - ● - - - - ● - - - ● - - - ● - - - ● ● - - - - - ● ● - - - ● - - - ● - - - - - - - - - - ● - - - - ● - ● -

東京都 港区 汐留駅前歩行者デッキ - ● - - - ● - - - - ● - - - ● - - - ● ● - - - ● - - - - - ● ● - - - ● - - - ● - - - - - - - - - - - - - - - ● - ● -

東京都 港区 六本木けやき坂通り ● ● - - - ● - - - ● - - - - ● - - - ● - - ● - - ● - - - ● - ● ● - ● - - - - ● - - - - - - - - ● - - - - - - ● ● ● -

神奈川県 横浜市 桜木町駅前「動く歩道」 ● ● - - - ● - - - - ● - - ● - - ● - - ● - - - ● - - - - - ● ● - - - ● - - - - ● - - - - - - - - - - - - - - ● - ● -

大阪 大阪市 グランフロント並木通り ● ● - - - ● - - - - ● - - - ● - - ● - - - ● - - ● - - - ● - ● - - ● - - - - ● - - - - ● - - - - - ● - - - - ●※ - - -

福岡 福岡市 天神地下街 ● ● - - - ● - - - - ● - - ● - - ● - - - - - ● ● - - - - - ● ● - - - ● - - - ● - - - - - - - ● ● - ● - - - - ●※ - ●※ -

福岡 福岡市 博多駅前通り地下歩行空間 ● ● - - - ● - - - ● - - - ● - - ● - - - - ● - - ● - - - - ● ● - - - ● - - - ● - - - - - - - - - - - - - - - ● - ● -

北海道 札幌市 札幌駅前通り地下歩行空間 ● ● - - - ● - - - - ● - - ● - - ● - - - ● - - ● - - - - - - ● ● - ● ● - - ● - - - - - - - ● ● ● - ● - - - - - - - ●

東京都 中央区 銀座三越内通路 ● - - - - ● - - - - ● - - - ● - - - ● ● - - - ● - - - - - - ● ● - - - - - - ● - - - - - - - - - ● - - - - - ● - ● -

静岡県 浜松市 浜松市ギャラリーモール ● ● - - - ● - - - ● - - ● - - ● - - - - - ● - ● - - - - - - ● ● - - ● - - ● ● - - - - - - - ● ● ● - - - - - - - - ●

富山 富山市 グランドプラザ ● ● ● - ● - - - - ● - ● - - - ● - - - - - ● - ● - - - - - - ● ● - - - - - ● - - - - - - - - ● ● ● - - - - - - - - ●

宮崎県 宮崎市 四季ふれあいモール ● ● ● ● - - - - - ● - ● - - - ● - - - ● - - - ● - - - - - - ● ● - - - - - - ● - - - - - - - ● - ● - - - - - ● - ● -
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協定（契約）による管理注2屋外設備型飲食利用 物販利用

マネジメント組織の特性
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商店街
組織

第3
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維持・管理の特性
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周辺地区の特性

車道幅員（m）
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イベント等

まちづ
くり団体

歩行者天国法的な位置づけ
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道路名
周辺の土地利用

再開発に
よる整備

都道府県 市町村
周辺駅の乗降客数（人/日） 歩行空間充実度路線価(円/㎡) 沿道の容積率(%) 昼間人口密度（人/㎡） 歩行可能幅員(m)

注 1）「協定によらない管理」は、既往文献、Web 上の HP・文献による情報に基づく
注 2）「協定による管理」は、既往文献、Web 上の HP・文献、行政や民間組織へのヒアリングに基づく。ヒアリングに基づくものには「※」を記した。
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【A】物販利用特化型

　A グループは「物販利用特化型」とする。この類型には、「材木町商店街」、「輪島本町通り」、「大

手モール」、「宮川朝市通り」、「追手筋」が当てはまる。この類型におけるマネジメント活動の特徴

として、沿道の商店街組織や、市民などが継続的（毎日または毎週）に道路空間上で物販利用を行っ

ていることが挙げられる。

　地区の特性としては、沿道は商業用途だが、周辺には住宅地も多く、地価、容積率、周辺駅の

乗降客数、昼間人口密度はいずれも低い値である。市場は宮川朝市のように毎日開催されるものか

ら、追手筋における日曜市のように毎週開催されるものまである。近年では観光的側面も持ち始め

ているが、基本的には周辺住民のための市場という側面を持つ。市場自体が数百年の長い歴史を

持つものもあることから、大手モールや追手筋のように歴史ある道路が利用される場合もある。伝

統的な市街地の、周辺住民がアクセスし易い立地条件にあり、必ずしも駅からのアクセス性は良い

とは言えない。

　例えば、材木町商店街の「よ市」は、郊外の大型店舗の立地による商店街の衰退を改善する目的で、

材木町商店街振興組合が始めたものである。他の事例と比べると開催から日が浅く、1974 年より、

4 月〜 11 月の毎週土曜日に実施されている。実施にあたっては 4 時間の交通規制が敷かれ、道路

上にもかかわらず道路占用許可を必要としない点が特徴的である 7。

　大手モールでは、「越中大手市場」を市民、大手モール商店街及び「まちづくりとやま」（都市再

生整備推進法人）、富山市が協働で実施している。これは 2002 年から始まったもので、よ市と同

様に歴史的な市場ではないが、元々大手モールでは定期的に別の市場が開催されていた。観光目

的ではない、市民のための市場をコンセプトに掲げて始まったものである。行政は広報、市民はテ

ナントの募集、まちづくりとやまは道路占用や道路使用に関する行政や警察との調整など、三者そ

図 3-1　Aグループの道路の様子 6（左：材木町商店街、右：大手モール）
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れぞれが異なる役割を果たしている。また、通常使用ごとに払わなければならない警察への使用

料の支払いが、月に 1 回にまとめられている等の特徴がある 8。

【B】公園内包活用型

　B グループは「公園内包活用型」とする。この類型には、「札幌大通公園」、「定禅寺通り」、「久

屋大通公園」、「勝山橋」が当てはまる。この類型におけるマネジメント活動の特徴として、道路と

一体となった公園部を活用して、幅広い内容の利活用が行われていることが挙げられる。また、札

幌大通公園や久屋大通公園等、公園部の管理に関して民間組織と契約を結んでいる場合がある。

　地区の特性としては、商業及び業務地であることと、地価が 200 〜 600（千円 /㎡）の範囲であ

ること、市街地の中心部から僅かに外れた位置にあること等が共通しているが、そうした地区の特

性よりもむしろ道路の特性として道路と公園が一体となった空間構成となっていることが、幅広い

利活用が行われる要因となっていると考えられる。そのような公園部は幅員が広いため道路空間の

歩行空間充実度が比較的高い。また、線的な形状でありながら法律上は都市公園であることから、

占用に対する制限が通常の道路空間と比べると比較的柔軟である。

図 3-2　Bグループの道路の様子 9（上段：札幌大通公園、下段：定禅寺通り）
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　例えば、札幌大通公園は、両側を 12m の車道で挟まれ、中央部に幅 65m の線形の都市公園

を内包する100m 級の道路であり、風致地区に含まれている。公園部分では、「YOSAKOI ソーラ

ン祭り」、「さっぽろ雪祭り」、「ホワイトイルミネーション」等、一年を通して季節に応じた種々のイ

ベントが開催される 10。また、屋外設備型の飲食事業として、「さっぽろ夏祭り」の一貫として

行われるビアガーデンは、1959 年より行われる伝統ある行事である。これは、札幌観光協会

等と札幌市が協力して実施しているもので、収益の一部を福祉団体へ寄付するという方法で公

益性を確保し、公園風致条例等の制限を乗り越えたという経緯がある 11。また、都市再生整備

推進法人である「札幌大通りまちづくり」が企画を行う「I Love Odori」というバーゲンイベ

ントでは車道部を活用してパラソルや椅子等のファニチャーが設置される。中央の公園部分は、

札幌市公園緑化協会が管理している他、様々なボランティア団体が花壇の維持管理に携わって

いることも特徴である。

　定禅寺通りは、幅 46m のうち中央部に幅 12m の一部が公園となっている遊歩道を有して

いる。市民主体の任意団体である「ハロー定禅寺村」がこの部分を活用してオープンカフェ及び、

オープンカフェに伴うイベント等を実施している。また、ハロー定禅寺村は道路空間全体を活

用したイベントとして大規模なイルミネーションである「SENDAI 光のページェント」、「定禅寺スト

リートジャズフェスティバル」といったイベントも実施しており、後者については、実施時に片側三

車線が歩行者天国となる。イベントの開催による集客数が、歩行者天国により影響を受ける交通

量に勝ることを証明するために客観的な数値を示したことで実現された 12 経緯がある。また、「定

禅寺通り街づくり協議会」という沿道の各町会から構成される組織も存在し、こちらは各町会を統

一し、行政との窓口の役割を担うために組織され、行政と協働で地区計画の策定にも携わった 13。

【C】　歩道活用型

　C グループは「歩道活用型」とする。この類型には、「札幌駅前通り」、「日本大通り」、「三宮中央

通り」が当てはまる。この類型におけるマネジメント活動の特徴として、オープンカフェ等の施設の

設置等、歩道を活用した屋外設備型の飲食利用が行われていることが挙げられる。また、そのよ

うな利活用が認められている代わりに、施設周辺の維持管理にも協力する旨の協定を自治体と結

んでいる場合もある。ただし、日本大通りは横浜市とオープンカフェの管理についての協定を結ん

ではいるが、まだ周辺の管理とまでは至っていない。しかし、今後カフェが継続すれば周辺の管理

も一体的に担える可能性があると考える。

　地区の特性としては、駅から比較的近く、商業と業務が混在した用途にあることが挙げられる。

また、容積率は全て 600% 以上で周辺の乗降客数も一番少ない日本大通りで約 17 万（人 / 日）で
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ある。人通りが激しいとは言えないまでも、比較的人通りの多い通りだからこそ、カフェ等の

施設の設置に対する需要があると言える。

　道路の特性としては、合計幅員が広く、車道の幅員も比較的広いが、歩行可能幅員に余裕が

あることが特徴である。それ故に、歩行者の通行の障害とならない位置に施設を設置できるこ

ともこのような活用法が成立している要因と言えるだろう。

　例えば、札幌駅前通りは、3 つの道路の中でも道路空間上を活用した取り組みが最も盛んに行

われている道路である。この道路空間において最も精力的に活動している民間組織が、周辺の商

店街組織が出資して組織された「札幌駅前通まちづくり」である。札幌駅前通まちづくりの道路を

利用した活動として、道路占用許可の特例を活用したオープンカフェや広告塔の設置、都市利便増

進協定を活用した都市利便施設の設置とそれに伴う周辺の維持管理が特徴的である。都市利便

増進協定では、設置する施設の管理以外に、協定区域内全域の清掃・美化活動、街路樹の剪定、

放置自転車の整序、違法広告物の撤去などの項目について管理の方法と費用負担について取り

決めがなされている 15。また、都市利便増進協定の協定範囲内に、道路占用許可の特例による

カフェ施設等の占用範囲が含まれるような計画にしたことで、利活用と周辺の維持管理の一体

化をさらに促進させており 16、利便施設の設置を伴う官民協働の道路マネジメント事例として

先進的であると言える。

　三宮中央通りは、都市再生特別措置法の改正による制度を活用したものではないが、札幌の場

合と同様に、周辺の商店街組織で構成される「三宮中央通まちづくり協議会」が、神戸市と協定を

結び、オープンカフェ施設の設置等の利活用を行う主体の対象道路全域に渡る維持管理に関する

ルールを取り決めている17。

図 3-3　Cグループの道路の様子 14（札幌駅前通り）
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【D】歩行者開放型

　D グループは「歩行者開放型」とする。この類型には「新宿通り」、「秋葉原中央通り」、「銀座中

央通り」、「南大津通り」が当てはまる。この類型におけるマネジメント活動の特徴として、沿道の商

店街組織が、警察との協力のもと、継続的に歩行者天国を実施していることが挙げられる。

　地区の特性としては、商業地に立地し、地価が 3,000（千円 /㎡）以上、容積率も 800％以上と

非常に高い値であり、周辺駅の乗降客数も一番少ない南大津通りで約 30 万（人 / 日）と、商業

活動が盛んで人の往来が非常に激しいと考えられる地区に立地していると言える。

　道路の特性としては、歩行可能幅員が両端の歩道合計で 8m 以下と狭いのに対し、車道幅員が

一番狭いもので 14.5m と広くなっており、結果として人と車の往来が激しいにもかかわらず、歩行

空間が充実しているとは言えない。継続的な歩行者天国は、そのような状況に起因する歩行者の

安全性の問題や快適な回遊に対するニーズから実施されているものと考えられる。

　新宿通りは、新宿東口の目抜き通りであり、主に沿道の新宿大通商店街振興組合が、四谷警察

署及び新宿警察署等と協力して日曜・祝日の 12 時から18 時まで（月により変動あり）実施している。

新宿通りの場合、周辺道路も含めて面的に歩行者天国が展開されていることが特徴である。

　秋葉原中央通りは、沿道の商店街組織である秋葉原中央通商店街振興組合及びその他近隣の 4

つの商店街組織で構成される地域組織である「アキバ 21」が、万世橋警察署と協働で日曜日の 12

時から18 時まで（月により変動あり）実施している。歩行者天国の事務局は都市再生整備推進法

人の「秋葉原タウンマネジメント」が担っている。また、アキバ 21 は地域の関係者同士で、地域

及び来街者が守るべきルールとして自主協定である「秋葉原協定」を結んでおり、防犯パトロール

等の安全向上に関する取り組みや、清掃活動等の美化活動に関する取り組みを地域全体で推進し

ている18 ことが特徴的である。

　銀座中央通りは、沿道の商店街組織である銀座通連合会が、築地警察署と協働で土曜・日曜・

祝日の 12 時から18 時まで（月により変動あり）実施している。銀座中央通りは、歩行者天国時に

銀座通連合会を構成する各町会がパラソルや椅子などの休憩施設の設置に協力していることが特

徴的である。また、道路上を活用した取り組みではないが、上記商店街組織や学識経験者等で構

成される銀座まちづくり会議が、銀座ルールにより沿道の建築物の高さや意匠に関して規制を行う

等、沿道景観形成に対する取り組みも見られる。

　南大津通りは、南大津通商店街振興組合を含む南大津通歩行者天国運営委員会が春と秋の日
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曜日に実施しているもので、2013 年度に 27 年ぶりに復活したものである。「栄ランウェイ」という

ファッションショーが路上で開催されるなど、興味深い取り組みも行われている。

　また、管理の面では、新宿通りでは新宿区の取り組みである「道のサポーター」、銀座中央通り

では国土交通省の取り組みである「ボランティア・サポート・プログラム」を活用した花壇の管理といっ

た小さな美化活動が行われている。南大津通りのように歩道部の舗装の維持管理について市と協

定を結んでいる場合もある。

【E】緑環境推進型

　E グループは「緑環境推進型」とする。この類型には、「明治百年通り」、「アクト通り」、「りんご並木」

が当てはまる。この類型におけるマネジメント活動の特徴として、主に市民で構成される組織が道

路上の花壇の植え替えや、並木の維持管理等の美化活動に携わっていることが挙げられる。これは、

先に引用した「市民活動型」に相当する。

　地区の特性としては、沿道に商業用途も見られるが、住宅地の中を貫通するように立地しており、

図 3-4　Dグループの道路の様子 19（上段：新宿通り、下段：銀座中央通り）

歩行者天国時

歩行者天国時通常時

通常時
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地価は 200（円 /㎡）以下と小さく、周辺駅の乗降客数も少なく、昼間人口密度は最も高いアクト

通りでも約 500（人 /㎡）と非常に低い。来街者による賑わいに期待するというよりも、地域住民

が愛情を持って美化・管理し、地域の団体が利用する地域の人々のための道路と言える。

　明治百年通りは、沿道に国指定の重要文化財である明治期からの建築が立ち並び、2005 年に

は国土交通省のうつくしいまちなみ賞を受賞している。ここでは、「フラワーボランティアの会」と

いう市民と周辺の民間企業で構成されるボランティア団体が花壇の維持管理活動を行っている。

　りんご並木は、1947 年に起きた飯田市の大火からの復興のシンボルとして整備されたものであ

り、幅員約 30m のうち、中央部の 10m 強の緑地帯にはりんごの並木が植えられている。このりん

ご並木は近隣の小学校及び中学校の生徒により維持管理されているという特徴がある。また、飯

田市の伝統的なイベントである「人形劇フェスタ」と呼ばれる人形浄瑠璃が開催される際には、パ

フォーマンスの舞台となり、都市再生整備推進法人である「いいだ応援ネットイデア」が運営に携

わる「インターナショナル・フィギア・マーケット」という市場が開催されるなど、地域のイベントの

舞台としても利用されることがある 20。

【F】周辺地権者美化推進型

　F グループは「周辺地権者美化推進型」とする。この類型には、「名駅通り」、「御堂筋」、「博多

駅前通り」、「渡辺通り」が当てはまる。この類型におけるマネジメント活動の特徴として、周辺地

権者により構成されるエリアマネジメント組織により清掃活動や花壇の植え替え等の美化活動が主

体の維持管理活動が行われていること、歩道部の照明灯を活用した広告事業が行われていること

が挙げられる。また、そのようなエリアマネジメント組織によりイベントが企画・実施されることも

ある。

図 3-5　E グループの道路の様子 21（左：りんご並木、右：明治百年通り）
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　地区の特性としては、商業・業務地に立地しており、地価、容積率ともに比較的高く周辺開発の

ニーズは高い。低層には商業的用途もあるが、容積のある業務ビルが立ち並ぶ通りという色が濃い。

周辺駅の乗降客数は、最低でも渡辺通りの約 27 万（人 / 日）と、いずれの道路も中核的都市のター

ミナル駅が付近に位置している一方で、御堂筋を除く3 つの道路には地下道が通っており、地上の

歩行者数は乗降客数から想像出来る程は多くないと考えられる。

　道路の特性としては、歩行可能幅員は十分あるものの、車道幅員が全て 31m 以上と非常に広い

車道を有しており、、歩行空間充実度は低く、自動車交通の用に供することが主目的の道路である

と言える。歩行可能幅員が比較的広いことから、自転車駐車場が設置されるケースがあり、自転車

交通量が比較的高いと考えられる。業務的な用途の色が濃いことと合わせると、屋外設備型の利

活用には不向きであると考えられ、それ故に清掃活動及び美化活動、自転車整序等の維持管理及

び占用スペースを必要としない広告事業といった利活用に対するニーズが高いと言える。

　

　例えば、名駅通りでは、名古屋駅周辺の地権者を含めた 49 法人で構成される「名古屋駅地区ま

ちづくり協議会」が、名駅通りを含めた駅を中心としたエリアで清掃活動及び美化活動を行ってい

る。また、社会実験として、名古屋駅周辺で街路灯バナー広告、サポーター花壇、工事用仮囲広

告等を実施し、それにより得られた利益を自らの活動の資金源にする試みも行っている 23。

　博多駅前通りでは、JR 博多駅の開発主体である九州旅客鉄道（株）を含めた周辺の地権者で構

成される「博多まちづくり推進協議会」が、博多駅前広場及び博多駅前通りの清掃活動、美化活

動及び広告事業を行っている。博多まちづくり推進協議会事務局へのヒアリングによれば、花壇の

維持管理及び広告事業は福岡市との協定に基づくものである。また、道路に接続する駅前広場を

利用してお祭り、コンサート等の種々のイベントを実施していることも特徴として挙げられる。

図 3-6　F グループの道路の様子 22（左：サポーター花壇、右：博多駅前通り）
※左は名駅通りの写真ではなく、名古屋駅周辺で行われているサポーター花壇の様子である。
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　御堂筋、渡辺通りにおいても、周辺の地権者で構成される「御堂筋・長堀 21 世紀の会」、「We 

Love 天神協議会」が同様の活動を行っている。

【G】商店街機能強化型

　G グループは、「商店街機能強化型」とする。この類型には、「平和通買物公園」、「元町ショッピ

ングストリート」、「イセザキモール」、「丸亀商店街」、「大街道商店街」が当てはまる。これは、先

に引用した「既存商業活性化型」に含まれると考えられるが、その中でも歩行者優先（もしくは歩

車共存）が図られ、路上に独自のファニチャー類やアーケード等を設置して特徴的な街路景観を形

成しているタイプである。この類型におけるマネジメントの特徴として、沿道の商店街組織が、一

部行政の補助を受けながらも自らが主体として道路舗装やファニチャー類を整備し、行政との協定

のもと道路管理を行っていることが挙げられる。先に引用した「既存商業活性化型」に含まれるだ

けではなく、一部「拠点整備型」に相当する。

　地区特性としては、商業地域に立地し、地価は 200 〜 600（円 /㎡）の範囲にほとんどが含ま

れるが、元町ショッピングストリートは他と比較すると 1,460（円 /㎡）と高い値を示しており、類

型の中でも商店街ブランドを確立している道路空間と言える。全て昼間人口密度が 1,0000（人 /㎡）

以下の自治体に立地しており、生存競争に勝ち抜くために集客力向上と商店街の活性化を図り、沿

道を特徴づけるための独自性のある街路整備を行っていると考えられる。

　道路の特性としては、歩行者専用道路として整備されているものが多い。元町ショッピングストリー

トには車道があるが、一方通行とクランクで歩車共存が図られており、歩行空間充実度は高く、週

末には歩行者天国が実施される。歩くことを前提に、道路上の占用を伴うアーケード、キャノピー

等が設置されているのも特徴的である。

　例えば、丸亀商店街は、２００６年の再開発により大きく生まれ変わったアーケード型の歩行者

専用道路である。現在の丸亀商店街を象徴する存在であるドーム・ブリッジは、「建築基準法で公

道上の空間には建設物を建設できないことになっているため協議が難航し、最終的には都市再生

特別地区を適用することで解決が図られた」24 とされている。道路の維持管理は高松市との協定の

もと、高松丸亀商店街振興組合が全額負担で行っている。また、特徴的なこととして、道路上での

取り組みではないが、丸亀商店街振興組合と高松市の協力の下に設立された高松丸亀街づくり株式

会社が、沿道の建築物の管理を行っており 25、まちづくり会社を設立して、商店街経営の効率化を

図っている。松山の大街道商店街においても同様にまちづくり会社が設立されている。
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　また、そのような行政との協定に基づく維持管理に留まらず、元町ショッピングストリートとイセ

ザキモールにおいては、近隣の商店主同士が守るべき紳士協定として独自の協定を策定していると

いう特徴も見られる。イセザキモールにおいては、「伊勢佐木町 1・2 丁目地区街づくり協定」が

結ばれており、沿道建物の用途・形態、荷さばき駐車スペースの確保、放置自転車対策、緑化の

推進等 26、沿道の建築に関するルールと道路の維持管理に関するルール両面から、包括的な取り

組みを行う内容となっている。自らの活動の拠点である道路は、自らで管理・運営を行うという意

識の高さが伺える。なお、元町ショッピングストリートにおいても同様の協定が存在するが、こち

らについては次章で詳述することとし、本節では割愛する。

【H】都心商業促進型

　H グループは「都心商業促進型」とする。これは、先に引用した「既存商業活性化型」に含まれ

ると考えられるが、その中でも新宿等の都心部に立地するもので、事例としては「新宿モア4 番街」

が当てはまる。この類型におけるマネジメントの特徴として、都心部の豊富な歩行者通行量を活か

して、通常の商店街では収益を得ることが難しいと考えられる屋外設備型のオープンカフェ等の利

活用が可能になることが考えられる。

図 3-7　Gグループの道路の様子 27（上段：イセザキモール、下段：元町ショッピングストリート）
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　地区の特性としては、都心の商業地（大都市の中心的商業地）で、地価、容積率、周辺駅の乗

降客数及び昼間人口密度のいずれもが非常に高い値を示す立地条件にある。周辺駅の乗降客数が

100 万人を越え、集客や宣伝という意味で非常に恵まれた立地であると共に、地価が 3,000（円 /㎡）

以上と非常に高く、それに伴い占用料が高くなるというデメリットもある。

　道路の特性としては、都心部にありながら歩行可能幅員が広く、車道が狭いため、歩行空間充

実度が高く、空間的に歩行者に配慮したものとなっている。都心部のゆったりとした歩道空間とい

う条件が揃えば、モア4 番街以外の道路空間にも同様のマネジメント手法は適用可能であると考え

られる。モア4 番街については、次章にて詳述するため、本節においては説明を割愛する。

【I】開発主体協定管理型

　I グループは「開発主体協定管理型」とする。この類型には、「丸の内仲通り」、「行幸通り

地下歩行空間」、「晴海トリトンブリッジ」、「汐留駅地下歩行空間」、「汐留駅前歩行者デッキ」、

「六本木けやき坂通り」、「桜木町駅前動く歩道」、「グランフロント並木通り」、「天神地下街」、「博

多駅前地下歩行空間」が当てはまる。この類型におけるマネジメント活動の特徴としては、道

路の開発主体（地権者及び民間企業）が行政との協定に基づく開発後の維持管理と、その後の

運営に携わっていることが挙げられる。天神地下街、及び博多駅前地下歩行空間以外は、先に

引用した「エリア再生型」に相当する。

　地区の特性としては、商業的用途の混在する業務地に立地しており、地価、容積率とも高

く、都市開発のニーズが非常に高いエリアに立地していると言える。周辺駅の乗降客数は、全

て 10 万（人 / 日）以上であり、都市の規模は比較的大きい。

　道路の特性としては、規模の大小はあるが都市開発に伴い整備されていることが共通している。

図 3-8　Hグループの道路の様子（新宿モア 4番街）
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開発が面的に行われている場合には、開発主体はエリア内の複数の道路の維持管理に関与する

ことになる。また、道路の形態は天神地下街のような地下道、汐留駅前歩道橋のようなペデス

トリアンデッキ、晴海トリトンブリッジのような歩道橋、グランフロント並木通りのような歩

道・車道の区別のある通常の道路まで様々なものがある。グランフロント並木通りのような通

常の道路では、維持管理だけではなく、エリアマネジメント組織がオープンカフェを含めた種々

の利活用を行うことも特徴的である。

　例えば、動く歩道橋である晴海トリトンブリッジは、2001 年に供用開始された中央区が所有する

区道であるが、その維持管理は晴海 1 丁目地区の統一管理者である「晴海コーポレーション」が行っ

ている。晴海コーポレーションは、晴海 1 丁目地区の地権者である7 つの民間企業が合同出資し

て設立した株式会社であり、2000 年に結ばれた「スーパーブロックの管理運営に関する協定」に

基づき、地区内の 4 つの組合から委託を受け、地区の共通使用部分の統一管理を行っている。維

持管理だけではなく、トリトンブリッジでは、「トリトンバナーコンテスト」と呼ばれる地域プロモー

ションイベントといった利活用も積極的に行われている 29。

　グランフロント並木通りは、2013 年のグランフロント大阪のオープンと同時に供用された、比較

的新しい道路である。グランフロント大阪の開発事業者である12 社の出資により設立された社団

図 3-9　I グループの道路の様子 28（上段左よりトリトンブリッジ、汐留地下歩行空間、丸の内仲通り、グランフロント並木通り）
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法人であるグランフロント大阪 TMO によれば、当道路空間では大阪市との協定に基づく歩道の維

持管理が行われている。歩道を利用し地先の店舗が出店するオープンカフェは、道路占用許可の

特例を利用したものであり、新宿のモア4 番街に次ぐ全国で 2 番目の事例でもある 30。

　以上 2 つは面的な開発地区を一体的にマネジメントしている事例であるが、天神地下街は、地

下街の開発者である「福岡地下街開発株式会社」が管理・運営を行っており、福岡地下街開発株

式会社へのヒアリングによれば、福岡市との協定に基づくものである。また、北端の一角に設けら

れたイベントスペースでのプロモーションイベントやデジタルサイネージによる広告事業等の

利活用も行われている 31。

【J】機能転換開発型

　J グループは「機能転換開発型」とする。この類型には、「札幌駅前通り地下歩行空間」、「銀座

三越内通路」、「浜松ギャラリーモール」、「富山グランドプラザ」、「四季ふれあいモール」が当てはまる。

この類型は、道路の一部または全部を開発に伴い広場等の用途に転換し、そこに民間組織の関与

が行われているものである。この類型におけるマネジメント活動の特徴として、行政との協定に基

づく管理が行われる場合もあるが、指定管理者制度を利用した維持管理も見られ、広場を活用し

た様々な物販利用やイベントが行われることが特徴として挙げられる。

　地区の特性としては、基本的には商業地に立地しており、容積率が全て 600% 以上である以外は、

特に共通した点は見られない。一定の開発需要がある立地と言える。銀座三越のように周辺の主な

用途が商業が中心の場合もあれば、グランドプラザのように商業用途だけではなく住宅用途が近

接している場合もあり、それぞれの立地と開発主体のニーズに合わせて、開発に伴う廃道後の機能

も民地になる場合と広場になる場合がある。

　道路の特性としては、民地内の車道として整備された銀座三越の事例を除き、基本的には自動

車の進入のない広場として整備されている。また、札幌駅前通り地下歩行空間を除き、廃道と同時

に上空を通路または屋根が占用するという特徴が挙げられる。

　例えば、札幌駅前通り地下歩行空間は、札幌駅前地区と大通・すすきの地区とのアクセスを確

保するために、道路と広場の兼用工作物として 2011 年に整備された地下道である。「交差点広場」

と呼ばれる比較的大規模なイベントが開催できる広場と、「憩いの広場」と呼ばれる小規模な広場

の 2 種類の広場が複数配置され、そこではマルシェのような物販利用からアート展示まで種々のイ

ベントが開催されている 32。また、札幌市建設局土木部道路維持管理課へのヒアリングによれば、
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先に述べた都市再生整備推進法人である札幌駅前通まちづくりが指定管理者として広場部分の維

持管理を行っている。

　富山のグランドプラザは、2007 年の再開発と同時に再開発地区内の 3 本の市道（各 4m, 4.5m, 

3.6m）を中央 1 カ所に集約し、さらに両側の民地がセットバックすることで、ガラス屋根のアーケー

ド付きの合計幅員 21m の広場として整備されたものであり、現在は「富山市まちなか賑わい広場

条例」という条例で管理されている 34。広場は都市再生整備推進法人の「まちづくりとやま」が指

定管理者として富山市から指定を受け管理を行っている。条例による管理となり道路法、道路交

通法の適用が外れたことで、より柔軟に広場を活用できるようになり、年間を通して種々のイベン

トが行われている。また、さらに柔軟な広場利用を可能にするために、ガラス屋根のアーケードに

設計上の工夫を施し、建築基準法上の屋内空間としてではなく、火気等の使用が可能な屋外空間と

して整備した 35 経緯がある。

図 3-10　J グループの道路の様子 33（左：札幌駅地下歩行空間、右：グランドプラザ）
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3-3　小括

　3-1 において事例を収集し、3-2 において評価指標の構築と、評価指標に基づく事例の類型化

を行った結果、10 のグループに類型化できた。以下に各類型の特徴と傾向を整理し、既往文献に

よる類型との比較を行う（表 3-5）。

　　

　

　

　周辺の用途、立地する都市の規模、開発に対するニーズ、立地地区の賑わいといった「地区の特

性」の違い、歩道幅員や車道幅員、道路の機能・形態、開発の有無等の「道路の特性」の違い、

関与するマネジメント組織の主体といった「マネジメント組織の特性」の違いにより、道路空間に

対して行われるマネジメント（利活用及び維持管理）の中身が異なることが分かる。10 のグループ

のうち 4 つのグループは先に引用した既往文献における類型に相当、または含まれるものであるが、

新たな類型を追加することが出来た。また、既往の類型であっても、地区の特性や道路の特性に

よりさらに細分化出来たものもある。道路空間は、それぞれの道路空間の立地や機能・形態に起

因するニーズに応じてマネジメント方法が異なっており、本章ではその傾向を明らかにした。

表 3-5　道路空間の 10類型と傾向
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　また、10 の類型は、（1）道路空間上を利活用することに重点が置かれているもの（【A】〜【D】）、（2）

道路空間の維持管理（美化活動や清掃活動）に重点が置かれているもの（【E】、【F】）、（3）民間

組織が主体となり整備が行われ、その後の管理・運営まで民間組織が関与しているもの（【G】〜【J】）

に大別することが出来る（表 3-5）。

　大分類の（3）に関しては、整備から管理・運営まで総合的なマネジメントが行われていることに

加えて、対象道路空間そのものだけではなく、対象道路空間に加えてその沿道や周辺エリアを含め

て民間組織が拠点を形成しているもの（【G】、【H】、【I】）が含まれており、より多くの主体が道路

空間のマネジメントに関わる可能性が高いと言える。そこで、「【G】商店街機能強化型」、「【H】都

心商業促進型」、「【I】開発主体協定管理型」の 3 つの類型からケーススタディとして代表事例を

取り上げ、次章でその実態と課題を明らかにしていく。
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17）神戸市、三宮中央通りまちづくり協議会「三宮中央通り 道路管理・活用協定書」, 2005 年（http://
　　 www.city.kobe.lg.jp/life/town/road/img/kyotei_sannomiyachuodori.pdf）
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18）「Akiba-i」（http://www.akiba-information.jp/html/townguide/agreement.html, 2013 年 1 月参照）
19）歩行者天国時の写真（右半分）：東京大学大学院 空間計画研究室所属の三浦詩乃氏提供による
20）国土交通省資料（http://www.mlit.go.jp/crd/city/mint/htm_doc/pdf/074iida.pdf）
21）左：南アルプス世界自然遺産登録推進協議会 HP（http://www.minamialps-wh.jp/index.php, 2013 年 1
　　 月参照）、右：国土交通省「平成 17 年度 都市景観大賞「美しいまちなみ賞」受賞地区概要」, 2005 年度　
　　（http://www.mlit.go.jp/crd/townscape/pdf/jushouchiku_gaiyou.pdf）より転載
22）日経ケンプラッツ「49 法人が協働、民間主導の名駅マネジメント」, 2013 年 10 月（http://kenplatz.
　　 nikkeibp.co.jp/article/building/news/20131021/636609/?bpnet）、右：博多まちづくり推進協議会 HP
　　（http://www.hakatan.jp/, 2013 年 1 月参照）より転載
23）名古屋都市センター 研究報告書「道路の利活用からみたエリアマネジメントの方向性〜名古屋の都心に
　　 焦点を当てて〜」, 2013 年 3 月（http://www.nui.or.jp/kenkyu/24/pdf/106.pdf）
24）国土交通省資料 （http://www.mlit.go.jp/common/000214891.pdf）, p. Ⅱ -99
25）財団法人 道路新産業開発機構「新道路利活用研究会 報告書」, 2010 年 6 月（http://www.hido.or.jp/
　    study/files/pdf/application_02.pdf）
26）「伊勢佐木町 1・2 丁目地区街づくり協定」, 2011 年（http://www.isezaki.jp/news/files/172_2.pdf）
27）上段：多摩地区そして日本各地の画像集（http://tamagazou.machinami.net/, 2013 年 1 月参照）より転載
28）下段右：「ウレぴあ総研」（http://ure.pia.co.jp/articles/-/12437, 2013 年 1 月参照）より転載
29）東京都都市整備局「都内の事業における主なエリアマネジメントの事例」（http://www.toshiseibi.metro.
　　 tokyo.jp/bosai/tokyoseibi_1_2.pdf）, pp.45-50
30）「グランフロント大阪 TMO 取り組み概要発表」, 2013 年 2 月（http://kc-i.jp/press/doc/130220_01.pdf）
31）天神地下街 HP（http://www.tenchika.com/, 2013 年 1 月参照）
32）「チ・カ・ホ 札幌駅前地下広場」（http://www.sapporo-chikamichi.jp/, 2013 年 1 月参照）
33）左：「チ・カ・ホ 札幌駅前地下広場」（http://www.sapporo-chikamichi.jp/, 2013 年 1 月参照）、右：株式会
　　社まちづくりとやま HP（http://www.mdtoyama.com/, 2013 年 1 月参照）より転載
34）国土交通省「廃道事例について」（http://www.mlit.go.jp/road/ir/ir-council/ppp/kenkyu/pdf04/3.pdf）
35）山下裕子「にぎわいの場富山グランドプラザ - 稼働率 100％の公共空間のつくり方 -」, 学芸出版社 , 2013 年
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4-1　「新宿モア4 番街」の特徴とマネジメント

　4-1-1　周辺環境

　ここでは、対象道路空間と周辺の道路との関係性（道路ネットワーク）や、周辺に立地する

施設等の周辺環境を見る（図 4-1-1）。

　新宿駅は、JR、私鉄、地下鉄等多数の路線が乗り入れ、1 日の乗降客数が 330 万人以上を

誇る日本最大の交通結節点である。新宿モア 4 番街（以下、モア 4 番街）は、新宿駅の東口

から徒歩 1 分程度の場所に位置する。東口駅前広場と日本最大級の繁華街である歌舞伎町エ

リアを結ぶ位置にあり、新宿駅から歌舞伎町エリアへ向かう、もしくは歌舞伎町エリアから新

宿駅へと向かう人々の主要動線の 1 つとして機能していると考えられる。

　新宿通りをわずかに先に進むと、「紀伊国屋書店」、「新宿ピカデリー（映画館）」、「伊勢丹」

など比較的若者が楽しめるような集客施設も立地しており、さらにその先を進めば地下鉄新宿

三丁目駅が立地している。周辺駅の乗降客数と立地条件を鑑みれば、歩行者の往来という意味

で非常に恵まれた立地にあると言える。また、新宿区役所が靖国通りを挟んで目と鼻の先に立

地しており、道路利用に関する各種申請手続き等への負担が比較的少ないと考えられる。

　モア 4 番街は東口の主要幹線道路である靖国通り、新宿通りといった幹線道路の他、同時

期に整備されたモア中央通り、モア 5 番街といった地区内道路と接続している。中心を通る

幅員 5m の車道は、歌舞伎町エリアから東口駅前広場へ向かう方向の一方通行である。さらに

平日は 15 時から翌朝 5 時まで交通規制が敷かれるため、自動車交通量は非常に少ないと考え

られる。日曜・祝日には新宿通りと一体的に交通規制が敷かれ、12 時から 18 時までは歩行

者天国の規制範囲内となる。また、モア 4 番街周辺には地下道のネットワークが張り巡らさ

れており、業務エリアである新宿西口からのアクセスは容易である。

　以上より、モア 4 番街は通行人の往来が非常に激しいと考えられる立地条件にあり、かつ

自動車交通量の少ない歩行者環境が非常に充実している道路だということが分かる。

　

　4-1-2　空間構成とその変遷

　モア 4 番街は、モア 1 番街、2 番街、3 番街、5 番街、そして中央通りと共に「新宿 MOA」

と呼ばれるまちを形成している。新宿 MOA は、「昭和 50 年代半ば頃から、副都心として高層
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モア4番街

東口駅前広場

新宿駅

歌舞伎町 新宿区役所

伊勢丹

スタジオ
アルタ

西口へ 紀伊国屋
書店

新宿ピカデリー
（映画館）

靖国通り

新宿通り

100m

図 4-1-1　新宿モア 4番街の周辺環境

図 4-1-2　新宿MOAコンセプト図 1

新宿MOA

歌舞伎町へと集まる熟年層

買い物に集まる若年層

世代の交差点
Mixture Of Ages

100m

車両双方通行

車両一方通行

地下道
※ベースマップには「ゼンリン電子地図帳 Zi14」を使用。

※ベースマップには「ゼンリン電子地図帳 Zi14」を使用。
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ビル街を有し発展する新宿西口や、新宿三丁目の背後に位置する歌舞伎町の風俗的な産業へと

客を奪われ、街の独自性や活気が失われつつあった」1 ことを背景に、駅前の商店で構成され

る新宿駅前商店街振興組合（以下、駅前振興組合）が整備計画を作成し、新宿区と協働で修正

した上で実施された事業である。MOA とは「Mixture 0f Ages ＝世代の交差点」という意味で

あり、「歌舞伎町へと集まる熟年層と新宿通り沿いの店舗に集まる若年層との交流の場」1 と

いうコンセプトに基づいている（図 4-1-2）。

　以下、最初期の整備から現在に至るまでの空間的変遷（平面 / 断面）を示す（図 4-1-3, 図

4-1-4）。

　新宿 MOA 計画は 1986 年に整備に着手され、その後 1 年おきに計画範囲内の各ストリート

が整備されていった。新宿 MOA 全体の設計はアプル総合計画事務所によるものである。モア

4 番街は 2 期目（1987 年）の整備にあたる。整備にあたっては、駅前振興組合が主体となり、

新宿区と整備費用を負担し合い（新宿区が２億円、商店街が 5 億円 2）、現在のようなインター

ロッキング舗装を施したヨーロッパ調の街並が形成された。この際形成された車道幅員 5m、

歩道幅員 8.5m の断面構成はそのまま現在まで受け継がれている。

　そのようなヨーロッパ調の街並も、2000 年代半ば頃には、浮浪者による不法占拠、違法駐

輪及び違法駐車の場となり道路環境が悪化していた。そうした道路の適正利用がなされていな

い状況を改善するため 2、駅前振興組合と新宿区が協働で 2005 年にオープンカフェの社会実

験を開始することとなった。1 年ごとに建て替え更新する必要がある仮設物としてオープンカ

フェを設置し、その際に元々設置されていた多くのファニチャー類を取り除いた 3。

　そして 7 年の社会実験を経た後、2011 年に都市再生特別措置法が改正されたことにより生

まれた「道路占用許可の特例」（第 1 章参照）を活用して、仮設物ではない建築物としてオー

プンカフェが恒常的に設置された現在の街並へと至ることになる。ここでは、占用主体である

駅前振興組合が、新宿区及び警察と協議を行い、「①店舗により生じる死角への配慮、②店舗

影からの歩行者飛び出しに対する処置（非営業時）、③緊急車両の通行に対する処置（カフェ

営業時）」4 の 3 つの条件に配慮するような配置へと社会実験時から変化した。また、同様に

「道路占用許可の特例」を利用して、広告事業のための広告塔も設置した。なお、現在設置さ

れているカフェは地先の店舗により営業されているものではなく、外部の飲食業者（クレープ

屋）により営業が行われている。また、「以前地下への出入り口と一体的にカフェを提案したが、

まだ実現には至っていない。カフェのデザインをもう少し洗練させられると良い。」5 という

声も聞かれた。
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図 4-1-3　モア 4番街の空間的変遷（平面）6

図 4-1-4　モア 4番街の空間的変遷（断面）7
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　4-1-3　マネジメント組織の概要

　（1）組織構成と運営方法

　モア4 番街に関連する民間マネジメント組織は、新宿 MOA 全体を統括する商店街組織である「新

宿駅前商店街振興組合」である。新宿駅前商店街振興組合は、1948 年に駅前の 9 商店会が参

加して創立された「新宿駅前商店会連合会」がその前身であり、1964 年に現在の「新宿駅前

商店街振興組合」へと改組された 9。駅前振興組合の事業報告書（2012 年度）によれば、会

員数は 113 名であり、各町会等（大多数が飲食店）で構成されている。

　会員は、町会に所属する正会員と、町外の賛助会員に分かれており、事業報告書（2012 年度）

によれば、前者が 100 名、後者が 13 名となっている。また、顧問としてアプル総合計画事

務所代表の中野恒明氏が加わる形となっている。駅前振興組合によれば、近年では店舗の入れ

替わりが激しく、年々組合への加入店舗は減少しているという。

　基本的には意志決定機関である理事会と事務局という組織体制になっており、その他防災・

防犯、環境・保健衛生、渉外・財務、交通といった委員会があるが、実際には委員会はあまり

機能していない 10 ようである。事実上、理事会（理事 23 名等で構成）と事務局（1 名）とい

う体制が敷かれている。また、月 1 会の理事会及び年末の総会を合わせて年 13 回の定例会議

が設けられている。

　他の組織との関係としては、新宿駅前振興組合、新宿東口商店街振興組合、新宿大通商店街

振興組合の 3 つの組合から各 4 名ずつと、その他学識経験者等で「新宿 EAST 推進協議会」（2010

年設立）を組織しており、新宿東口のまちづくりの方針（将来像）とそれに基づく事業の推進

図 4-1-5　オープンカフェの様子（左：社会実験時、右：現在）8
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を担っている。

　

　（2）組織の財源

　駅前振興組合の基本的な財源は、組合員から支払われる賦課金（会費）である。過去には、

道路に面する店舗の間口や面積、従業員数等に応じて負担金を徴収し、道路（舗装等）の整備

に使用した金額を組合員で分担する仕組みを設けていたが、あくまで任意であり、回収が難し

いため現在ではそのような負担金制度は機能していない 11 ようである。また、現在は町会費

と組合費の 2 種類の会費を払うことになっている。

　そうした基本的な会費とは別に、駅前振興組合の財源として特色的なものとして、「環境浄

化費」が挙げられる。環境浄化費は、オープンカフェ委託収入、イベント収入、掲示板広告収

入等で構成される。オープンカフェ委託収入及び掲示板広告収入は、先に述べた「道路占用許

可の特例」により設置されたカフェの事業者から支払われる費用（カフェの売り上げに関係な

く、2 店舗合わせて月一定金額が支払われる）と広告塔を活用した広告事業による収入である。

イベント収入に関しては、新宿 MOA 外部からの商業イベント利用時に、広告代理店等から駅

前振興組合へ支払われるものであり、イベントで使用する道路空間の面積（道路の半分または

全部）に応じて料金が異なり、休日の方が平日よりも僅かに高い。なお、駅前振興組合全体の

収益のうち、環境浄化費が占める割合は、賦課金収入が占める割合を上回っており、駅前振興

組合の運営において重要な収入源となっている 11 ことが伺える。

新宿駅前通商店街振興組合

理事会
理事 23名（意思決定機関）

事務局
事務局員 1名（業務執行機関）

顧問
中野恒明氏

正会員
町内店舗 100 名

賛助会員
近隣店舗・企業 13 名

新宿 EAST
推進協議会

新宿大通商店街振興組合

新宿東口商店街振興組合

1964 年設立

2010 年設立

1965 年設立

1968 年設立

図 4-1-6　新宿駅前商店街振興組合の組織構成
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　4-1-4　マネジメント組織の取組みの特徴

　（1）道路のマネジメント

　モア 4 番街におけるマネジメント活動の最大の特色は、やはり恒常的に設置されたオープ

ンカフェだろう。先述したように道路環境の適正化を目的として 2005 年に社会実験を開始し、

7 年間の社会実験期間を経て 2012 年に本格実施に至った。

　社会実験開始のきっかけとしては、新宿区側にこうした取り組みに精力的な担当者がいたこ

とが大きい 12 とされている。駅前振興組合事務局の浜中氏によれば、「まちの意見を全て聞い

ていてはこうした取り組みは実現出来ない。区の中に独断でスピード感をもって動いてくれた

方がいた。また、ヨーロッパ調の街並なのでカフェが良いということになった」と街全体の総

意というよりは少数での決断であったことと、道路環境適正化の手段としてカフェを選んだこ

とは既に形成されていた街並との関係もあったようだ。

　本格実施にあたっては、「警察の方からいつ頃まで社会実験を行うのかという指摘を受けて

いた矢先に都市再生特別措置法が改正され、まさに渡りに船であった」13 ようである。第 2

章の図 2-4 に示した道路占用許可の特例を用いた許可申請の流れに沿って、設置の許可を新宿

区、新宿警察署の両者から取得した。社会実験期間中は行政の関係各課、警察、消防、駅前振

興組合等で協議会を組織し（図 4-1-7）、継続的に協議を重ねて来たことが本格実施に向けた

公安委員会との協議を円滑化することに繋がった 14 とされる。

　新宿区

道路課（道路整備担当）

建築主事（特定行政庁）

新宿区建築審査会

交通対策課（事業支援担当）

新宿区保健所 土木管理課
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新宿警察署
（交通管理者：所轄）
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図 4-1-7　カフェ実施へ向けた協議会における各主体の関係 15
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　現在恒常化しているオープンカフェによる収益の一部は、先述した環境浄化費として、新宿

区との協定である「道路を活用したオープンカフェ事業の実施に関する協定」に基づき、舗装

の修繕や花壇の維持管理、防犯カメラ・街路灯の維持管理、清掃活動および地域活性化イベン

ト等の公益性のある活動のための費用に充てられている（図 4-1-8）。カフェの管理はカフェ

事業者が行っており、道路の占用料・使用料は駅前商店街事務局を経由して行政、警察へと支

払われている。占用料に関しては、本来モア 4 番街周辺の地価は非常に高く、通常なら年間 4,5

千万近くに上るところ、公益性のある事業ということで 120 万円まで減免 16 されている。

　

　社会実験時も新宿区との協定に基づいて実施されていたが、現在の協定との内容の違いで特

徴的な事として、イベントの実施に関する項目が除外されたことが挙げられる。商店街側とし

てはイベントを実施したいが、この項目が除外されたことでイベントの実施が以前より難しい

状況となっている 18。また、イベントは駅前商店街主催のものはほとんどなく、その大部分に

おいて外部から広告代理店が持って来る企画 18 であり、モア 4 番街の立地特性によるところ

が大きい。なお、モア 4 番街において実施されるイベントに関しては、すべて駅前振興組合

が窓口となり行政・警察と協議等の事務を行っている。

　社会実験期間中のオープンカフェの経営は赤字であったが、イベント実施に伴う一時営業停止の

営業補償金により経営を成り立たせていたという。2013 年時点で業態がクレープ屋となっている

現在では、購入後必ずしも着席する必要がないこともあり、経営は黒字に転換している19 という。

　広告事業に関しても、オープンカフェと同様にその収益の一部が環境浄化費として公益性のある

取り組みに充てられることになっている。しかし、モア4 番街の周辺に多く見られるビルに付随した

大型ビジョンの広告と比較すると規模の小さいもので、掲載を希望するテナントがなかなか集まら

ない 20 のが現状であるようだ。

　また、オープンカフェ実施のための協定とは別に、駅前振興組合は新宿区と「新宿モアまちづく

新
　宿
　区

駅前振興組合
◆オープンカフェの設置
◆広告塔の設置

-まちづくりへの還元 -
道路の維持管理 /清掃・美化活動
/地域行事の開催 /防犯活動等

公的空間の開放
街路樹等の整備

占用料
道路維持負担軽減

収
益
の
還
元

図 4-1-8　環境浄化費の仕組み 17
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り協定」を結んでいる。これは新宿 MOA が整備された 1986 年に取り結ばれたものである。この

協定は、道路の維持管理に関する新宿区と駅前振興組合との間の役割分担を示したものであり、

道路舗装の維持修繕等に関するものである。そうした維持管理費用の負担を駅前振興組合が担う

一方で、財産としての所有権は新宿区側にある。街路樹に関しては、規模の大きなものに関しては

駅前振興組合が費用負担して整備を行い、その後新宿区へ移管し、新宿区が維持管理を行うこと

になっている。

　（2）地区将来像の検討

　駅前商店街振興組合は、先述したように、主に新宿東口近隣の 3 つの商店街組織で組織される「新

宿 EAST 推進協議会」（以下、協議会）において、モア4 番街を含めた新宿東口一帯の将来像検討と、

将来像に基づく事業を実施している。

　協議会は、新宿区が主体となって計画された「新宿駅東口まちづくり構想（2011 年）」（以下、東

口構想）と連動している。東口構想は、新宿区及び地元商店街や学識経験者等で構成された「新

宿駅東口まちづくり構想案策定委員会（2009 年設立）」により策定されたものである。東口構想

においては、基本戦略として「①歩いて楽しい回遊性のあるまちづくり、②老朽建築物の更新によ

る活気あるまちづくり、③風格と活力が調和した魅力あるまちづくり、④まちの魅力を創造し、アピー

ルする」21 の 4 つが提示されている。

　戦略④にはエリアマネジメント組織の体制作りが記されており、まだエリアマネジメント組織とま

では至っていないが、3 つの商店街組織と学識経験者等で構成される協議会が東口構想をベース

に東口の将来像を検討（図 4-1-9）した上で、現在は東口構想の戦略②に基づき駐車場付置義務

の新宿ルールや地区計画の検討を行っている状況である。

　

図 4-1-9　新宿 EAST 推進協議会による東口のビジョン 22　
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　以上を踏まえて、新宿モア4 番街のマネジメントの仕組みと、官から民へのマネジメントの変遷

を整理する（図 4-1-10）。

　

　

　

　

　

　

　　

図 4-1-10　新宿モア 4番街におけるマネジメントの仕組みとその変遷
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　4-1-5　マネジメントにおける工夫・課題

　オープンカフェの社会実験が始まったそもそもの目的は道路環境の適正化であり、社会実験

開始の直接のきっかけは区の担当者と駅前振興組合の担当者との少人数でのスピード感ある決

断であるが、オープンカフェの雰囲気とマッチする舞台（空間）がすでに整えられていたとい

う点も重要であると考えられる。その空間は、官民で費用を負担し合い、民間主体で整備され

たものである。

　オープンカフェの恒常化にあたっては、タイミング良く法改正が行われたこと、行政・警察

を加えた社会実験中の協議会の設立といったことに加えて、恒常化以前から区の計画をベース

にした東口一体の構想の計画策定に関与しており、東口におけるモア街の位置付けが関係者間

で共有されていたことも大きいのではないか。

　また、現在はオープンカフェ事業等に基づく環境浄化費に財源を半ば依存している状態であ

り、組合への加入率の低下により、駅前振興組合の基本的な財源である賦課金収入を確保する

ことが以前より難しくなってきている状況で、どのように加入率を上げて行くかが課題である。

店舗の業態が加入の意志に大きく影響を与えている 23 ようなので、テナントに貸し出すオー

ナー間の意志の統一が必要であると考えられる。また、町会費と組合費が 2 重に取られてし

まう仕組みも、費用を統一する等の改善が必要である。

　環境浄化費にはカフェに基づくものの他に、イベントに基づくものと広告事業に基づくもの

がある。イベントに関しては、社会実験時にはその開催が協定に記されており、駅前振興組合

の貴重な財源の 1 つであった。オープンカフェが恒常化してから協定の項目から除外された

ため、以前よりもイベント開催が難しい状況であり、オープンカフェの実施とセットでイベン

トも開催できるような制度的な改変を行うことも考えられる 24。また、広告事業に関しては、

新宿の大型ビジョン広告群に勝るような、モア街で掲示することによる新たなインセンティブ

を付加することが必要である。

　現在は実質的に事務局員 1 名でオープンカフェやイベント等の取組みに伴う事務手続きを

行っている状態である。世代交代が進む中で、オープンカフェを積極的に進めて来たリーダー

の引退に伴う引継が課題であり、キーパーソンの存在に左右されない運営体制を築き上げる必

要がある。地先の店舗がカフェ運営に携わる等、地域のより積極的な関与により地域全体で賑

わい形成に対する意識を醸成し、参画意識の高い後継者を育成する仕組みが待たれる。

　空間的な課題としては、オープンカフェのデザインはまだ事業者が主導している段階なので、
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今後は事業者、駅前振興組合、区が協働でモア 4 番街の街並と調和する洗練されたデザイン

を検討していくことも考えられる。また、オープンカフェ設置の背景の 1 つである違法駐輪は、

大半が近隣の従業員のものであることから、今後は周辺に駐輪場を確保していくことも必要 24

である。
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4-2　「元町ショッピングストリート」の特徴とマネジメント

　4-2-1　周辺環境

　ここでは、対象道路空間と周辺道路との関係性（道路ネットワーク）や周辺に立地する施設

等の周辺環境を見る（図 4-2-2）。

　元町ショッピングストリート（以下、元町通り）は、みなとみらい線元町・中華街駅及び JR 石川

町駅を最寄り駅とし、関内地区の中心である関内駅から南東に 1km 程離れた場所に位置する。上

空に首都高速国道が走る堀川と、丘陵地帯である山手地区のちょうど境界にあたる元町地区の中

心的商店街であり、山手地区側の元町仲通り、堀川沿いの元町河岸通りに挟まれる東西約 600m

の通りである。かつて山手地区に居住していた外国人居留者向けのサービスを提供する商店街とし

て発展し、現在は洋品店を中心としたファッションストリートとなっている。堀川を挟んで北側には

中華街エリアがあり、双方のアクセスは地区中心部にかかる前田橋を通じて可能である。

　河岸通りにはかつて堀川沿いの船舶に対するサービスを中心に店舗が立地していた。現在は元

町通りのバックヤード的な側面が強いが、新規飲食店等の立地が著しい通りである。また、仲通り

はかつては元町通りで販売する製品の製造を担い、商売人の居住地としての役割を担っていた。現

在では飲食・サービス業を中心に店舗が多数立地し、山手地区へと向かう側道沿いにも賑わいが

溢れ出している 25。元町通り沿道は、周辺に比べると地価が高く、商店街として元町ブランドを確

立していることが特徴的である。

　

　各通りは車両一方通行の交通規制が敷かれており、元町通りの場合は、石川町駅から元町・中

華街駅方面への一方通行である。また、土曜・日曜日は歩行者天国となる。車道はクランクし、パー

キングエリアが白線で明確に示されており、歩車共存が図られているのも特徴的である。3 つの通

図 4-2-1　元町通り周辺の様子（左：元町仲通り、右：元町河岸通り）
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図 4-2-2　元町ショッピングストリートの周辺環境

図 4-2-3　元町ショッピングストリートコンセプト図（第 3期）26

5 丁目

4丁目

3丁目

2丁目

1丁目

1丁目

100m

◆エントランス空間の整備
　本牧通り：電線地中化・街路樹

◆堀川沿い街路空間の整備
　パサージュ交差部の植栽、照明、サイン

◆エントランス空間の整備
　照明、サイン

◆パサージュ（passage-1～5, A, B）　
　舗装全面改修
　電線移設・電線埋設

◆クロスポイント（CP-a, 2, 3, 3, 4, 5）
　キャノピー、照明、サイン　
　

【凡例】

：エントランス
　空間

：クロスポイント
　（キャノピー）

：パサージュ
　（舗装改修、電柱移設）

：パサージュ
　（堀川交差部）

：イベント広場

車両双方通行

車両一方通行

地下道

※ベースマップには「ゼンリン電子地図帳 Zi14」を使用。
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りは側道を介して結ばれており、双方のアクセスは容易である。

　以上より、対象道路空間は賑わいの中心から僅かに外れに位置し、歩行者通行量の確保という

意味では必ずしも高いポテンシャルを有しているとは言えないが、歩車共存が図られ、両隣の 2 つ

の通りを含めて面的に回遊出来るエリアを形成している。

　4-2-2　空間構成とその変遷

　ここでは、既往文献及びヒアリングを基に元町通りの江戸期からの成り立ちと、その空間的な変

遷を述べる。

　元町ショッピングストリートの起源は江戸期に遡る。1865 年頃、黒船の来航と同時に港町として

の横浜のまちづくりが始まり、外国人居留地である山手地区と関内地区の境に開削された堀川沿い

に元町が形成された。家具や洋服などの洋品からクリーニングといったサービス業まで、山手地区

から関内地区へと通勤する外国人相手の商店街として、明治期末までには市内でも有数の商店街へ

と発展 27 していた。

　その後、1923 年の関東大震災により壊滅した元町通りは、1 度復活を遂げるも、1945 年の横

浜大空襲により再び無に帰してしまう。この 2 度の壊滅的被害から復活を遂げていることから、現

在元町通りの入り口に設置されているシンボル的なアーケードには、フェニックスが象徴として飾ら

れている。終戦直後の 1947 年に「元町商店街の復興を促進し、さらに進駐軍との折衝を行うため」
28 に任意団体として元町 SS 会が発足し、1952 年には協同組合元町 SS 会として法人化される。

　元町 SS 会の発足以後、再び外国人相手の商売で隆興していた元町通りだが、1950 年の朝鮮

戦争の終戦に伴う外国人の撤退に起因して衰退を始め、その対策として元町 SS 会が打ち出した 29

のが現在まで受け継がれている1.8m の「壁面後退（1955 年実施）」であり、横浜市の建築基準

条例で義務づけられているものである。この壁面後退による骨格作りが第 1 期の整備にあたる。

　1980 年代に入ると、大型デパートや新興開発エリアに対する危機感から、元町 SS 会が横浜市

の都市デザイン室へかけあい、地元警察を含めた「元町街づくり協議会（1982 年）」を設立 30 し、

第 2 期の整備（1985 年）へ踏み切った。第 2 期では、車道のクランク化及び一方通行化とそれに

伴う歩道の拡幅、舗装の刷新、電線の地下埋設が行われ 31、歩車共存の道路が形成された。

　第 2 期で整備された空間も、月日が経つうちに次第に新たなニーズに対応する必要に迫られた。
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元町通りの利用客に舗装が歩きにくいと不評であったこと、交差点部の照度が低かったこと等 33 か

ら、2003 年に第 3 期の整備が実施された。設計に携わった櫻井淳氏によれば、第 3 期のコンセ

プトは「線から面へ」である（図 4-2-3）。新たな舗装の整備とともに、交差点部の照度の改善（ク

ロスポイント）と、両隣の仲通り・河岸通りへと賑わいを拡張（パッサージュ）するため 33 に、新

図 4-2-4　元町ショッピングストリートの空間的変遷（平面）32

第 3期整備 - 広場部 -（2003 年）

第 2期整備（1985 年）
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たにキャノピーを設置した。また、このキャノピーは側道を渡る際の雨よけとしての機能も考慮され

ている。さらに、イベント実施の際にメリハリをもたらす工夫として、元町通りを構成する各町の中

央部に元町通りのロゴ入りの広場を設け、その周辺には新たにデザインしたファニチャー類を設置

した。以上のように、元町通りは、第 1 期による「壁面後退」、第 2 期による「歩車共存化」、第 3

期による「線から面へ」という変遷を経て現在の平面、断面構成に至る（図 4-2-4, 図 4-2-5）。

　4-2-3　マネジメント組織の概要

　（1）組織構成と運営方法

　元町通りに関連する民間マネジメント組織は、沿道の商店街組織である「協同組合元町 SS 会」（以

下、SS 会）である。先述したように、SS 会は 1947 年に生まれた前身組織を経て、1952 年に正

式に法人化された組織である。2013 年現在、沿道にある約 250 店舗のうち、97% 程度が組合に

加入しており 35、商店街組織としては全国的にも非常に高い加入率となっている。会員に加入して

　

店舗等

店舗等

店舗等

店舗等

店舗等

店舗等

8.0m 1.8m1.8m
車道 歩道歩道
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店舗等

店舗等

店舗等

店舗等

店舗等

5.5m（3.5/2.0）3.05m 3.05m
車道（走行帯 /駐車帯） 歩道歩道

：官地

：民地

店舗等

店舗等

店舗等

店舗等

店舗等

店舗等

3.5m3.05m 5.05m
車道 歩道歩道

図 4-2-5　元町ショッピングストリートの空間的変遷（断面）34

第1期整備（1955 年）

第 2期整備（1985 年） 第 2期整備 - 曲線部 -
（1985 年）
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もらう工夫として、元町通りで出店する場合には必ず会員に加入してもらう旨を、地元の不動産会社

を通じて出店前のテナントに伝えてもらうという方法が取られている 35。まちの歴史を理解している

地元の不動産会社と密に協力し、ランニングコストとして会費を考慮に入れていないテナントにも自

然に加入して貰うため、入り口で加入の意志の無いテナントを選別する仕組みを構築している。

　SS 会は、意思決定機関である理事会と、その下に総会の中心を担う「総務」、主にイベントの企

画を行う「広報」、元町通りのビジョンを立て、協定の運用や地区計画の運用を行う「街づくり」と

いう中心的な 3 つの委員会で構成されている。また、事務局（5 名）は総務の下に置かれている。

委員会組織による議題を理事会で議論し、承認を得たものだけが通る仕組みとなっている（図 4-2-

6）。また、月１回の理事会と、年 1 回の総会を合わせて年 13 回の定例会議が行われている。

　

　他の組織との関係としては、仲通りの商店街組織である元町クラフトマンシップ・ストリート（以下、

元町 CS）、河岸通りの商店街組織である元町河岸通り会（以下、河岸通り会）が存在し、SS 会は

このうち河岸通り会と協働で商店主同士の紳士協定である「元町通り街づくり協定」を策定・運用

している。元町 CS に関しては、同様の協定である「元町仲通り地区街づくり協定」を仲通り沿道

の商店主同士で結んでいる。また、これらの商店街組織等が参加して組織されている元町まちづく

り協議会」（2003 年設立）が、元町地区に共通する理念である「横浜元町まちづくり憲章」等の

協同組合元町 SS 会

理事会
（意思決定機関）

事務局
事務局長 1名、他 4名
（業務執行機関）

総務
（総会の中心）

広報
（イベント企画・運営）

街づくり
（ビジョン策定等）

会員
沿道店舗約 250 店舗

元町まちづくり
協議会

元町クラフトマンシップ
・ストリート

元町河岸通り会

元町自治運営会

1952 年設立

1952 年設立

1998 年設立

1995 年設立

2003 年設立

図 4-2-6　協同組合元町 SS 会の組織構成 36

図 4-2-7　元町地区における各ルールとその関係 37
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全体の運用を行っている（図 4-2-7）。

　（2）組織の財源

　SS 会の基本的な財源は、組合員から支払われる賦課金（会費）である。また、会費以外に

別途「まちづくり負担金」を会員から徴収し、それを道路（舗装やファニチャー等）の維持管

理の費用に充てている。また、過去の道路整備にあたり銀行から借りた金額を返済するための

費用分も、このまちづくり負担金の中に含まれている。まちづくり負担金は、1m あたり数千（円

/ 月）といったように店舗の間口の長さに応じて支払われ（2 階以上も同様）、年間数千万円（本

会計の 1/5 程度）の金額が SS 会へと支払われることになる。

　また、そうした基本的な会費とは別に、駐車場運営収入、不動産事業収入、クレジットカー

ド手数料収入等の事業収入がある。不動産事業は、ビルを建設しその中に有望なテナントを入

れ、空き店舗が悪化するのを防ぐ機能も果たしている 38。クレジットカード手数料収入は、ク

レジットカード会社から加盟店へ支払われる金額を、SS 会が通常よりも早く立て替えること

で、クレジットカード会社から手数料の一部を分けてもらう仕組みである 39（図 4-2-8）。

　通常、クレジットカード会社から加盟店への売り上げの支払いは月末に実施されるが、その分の

金額を 1 週間早くSS 会が加盟店へと支払う。月末の資金繰りが大変な加盟店はメリットを得る代

わりに、通常よりも高い手数料をクレジットカード会社に支払うことになる。また、SS 会はクレジッ

トカード会社の事務の取りまとめを行うことで、クレジットカード会社から手数料の一部を分けても

らう。また、銀行は SS 会が立て替える分の金額を貸すことで金利を得ることができる。このように、

関係する 4 者がそれぞれにメリットを得ることができるこの仕組みは、SS 会に特徴的な財源確保

手段だと言える。

クレジットカード会社

加
盟
店

加
盟
店

加
盟
店

加
盟
店

元町 SS 会 横浜銀行

事務の取り
まとめ

手数料の
一部

通常の手数料より
高い手数料

カード会社
が支払う
金額の立替

（1週間短縮）
貸す

金利

図 4-2-8　クレジットカード事業の仕組み
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　4-2-4　マネジメント組織の取組みの特徴

　（1）独自のファニチャー等の設置と管理

　元町 SS 会の特徴的な取組みの 1 つとして、独自にデザインされたストリートファニチャー

やキャノピー等の路上占用物が挙げられる（図 4-2-9）。ファニチャー類は第 2 期の整備時か

ら路上に置かれていたが、第 3 期ではデザインが刷新されると共に、新たにキャノピーが側

道への入り口に設置された。特に、キャノピーの設置に関しては、現行の道路法上では置くこ

とが難しいとされていたが、民地が 1.8m セットバックしたアーケード部分の連続帯として捉

えることで許可された 40 という経緯がある。

　通常は赤色に塗られる郵便ポストや、白色に塗られる交通標識等に関しても、全て自己負担で

塗るという条件の下に当時の郵政省や警察署の許可が得られ 40、ファニチャー類は全て統一した

カラーで塗られている。また、ファニチャー類を設置する空間を確保するため、第 2 期の整備時

に存在した駐車帯を第 3 期の整備と同時に数カ所撤去し、新たにイベント広場を設けている。こ

の駐車帯は警察の下部組織である安全委員会の所有物であり、行政、警察との協議は難航したが、

撤去した分の駐車帯を横浜市中区内の別のエリアに確保するという条件の下許可された 40 ようだ。

図 4-2-9　元町通りに特徴的な路上占用物等

側道入り口に設置されたキャノピー ロゴ入りのイベント広場

ベンチや花壇等首都高速国道に設置されたゲート
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また、平行して走る首都高速国道の前田橋と交差する部分にはメンテナンスが容易に出来ることを

条件に、首都高速公団に年間賃料を支払い 40 ゲートを設置している。

　

　以上のように官民による協議により設置されたファニチャー、キャノピー、イベント広場等には、

SS 会独自のロゴが入っている。このロゴのデザインには数千万円程の費用がかかっており、デザイ

ンは商店街の若者達を集めて、教育しながら決めっていった 40 ものであるようだ。また、こうしたファ

ニチャー類のデザインには一部の店舗がデザイナーとして関与している。

　ファニチャー類を含めた道路の維持管理においては、特に清掃活動と花壇の植え替えにかかる

費用の割合が大きく、まちづくり負担金による収入以上の維持管理費がかかる 41。また、元町通り

と側道部の舗装に関しては、横浜市の中土木事務所との間で結ばれた協定に基づき、SS 会が維持

管理を行っている。

　（2）紳士協定による民地の公共空間化

　元町通りでは民地のセットバックにより生まれた幅 1.8m の空間の利用のルールを「元町通り街づ

くり協定」（以下、街づくり協定）の中に明記している（図 4-2-10）。街づくり協定は、現在では元

町地区に適用される「元町地区地区計画」（2003 年決定）を補完する役割を果たし 42、商店主同

士で結ばれる自主協定であり、1985 年（第 2 期整備時）より SS 会が策定・運用している。

　まちづくり協定におけるセットバック空間の利用のルールは、壁面や天井を利用して掲示する看

板に関するものと、歩道上に設置する看板やワゴン等の設置に関するもの、の 2 つに大別できる。

前者に関しては、「地上からの高さは 2.5m 以上、壁面からの後退寸法は 30cm 以上、上下寸法

車道歩道

民地 官地

2.
5m
以
上

50
cm
以
下

3.
5m
以
上

4m
以
下

壁面から
30cm以上

1m以下

掲示看板に関する
ルール

車道歩道

1.
2m
以
下

建物 1 階壁面から
45cm以下

置看板に関する
ルール

歩道 車道

建物 1階壁面から
90cm以下

ワゴンセール等

ワゴンに関する
ルール

図 4-2-10　セットバック空間に適用されるルール 43　
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50cm ×幅 1m 以下、厚みは可能な限り薄いもの」42 といったように掲示物の掲示位置や寸法が規

定されている。また、壁面を利用した袖看板にも同様の規定が定められている。これは主に通り沿

いの景観を乱さないためのルールであると言える。後者に関しては、「事前に「街づくり委員会」に

所定の文書を提出の上、承認を受け、大きさが高さ 1.2m ×幅 45cm ×奥行き 45cm 以下の可動

式のもので、建物 1 階壁面から 45cm 以下の民地歩道上での設置を守り、特定の期間設置さ

れるもの」42 といったように、設置物の設置位置や寸法、設置期間が規定されており、設置に

あたっては SS 会の承認を事前に得ることが明記されている。また、商品を陳列するワゴン等

に関しても同様であり、こちらは建物壁面から 90cm 以内に収めることとされている。これ

は元町通りを訪れる来街者の快適性、安全性に寄与するためのルールであると言える。

　以上のように、第 1 期整備時に生み出されたセットバック空間に対し、時間の経過と共に独自の

ルールを設けて、官地と同様に公共空間として扱っているのが元町通りの最大の特徴であると言え

る。官民境界には、ほとんど目に留まらない程度の鋲が打たれているのみであり、官地と民地の区

別は視覚的にもほとんどないと言って良い（図 4-2-11）。

　2009 年には、「横浜市地域まちづくり推進条例」にまちづくり協定が位置付けられる（これは「ルー

ル認定」と呼ばれる）ことになり、「当該建築等が地域まちづくりのルールに適合していない場合で

必要があると認めるときには、（筆者中略）地域まちづくりルールに適合させるための措置をとるよ

う要請を行うことができる」42 といったように、まちづくり協定に違反する者に対して、横浜市が勧

告を行うことができるようになった。一方で、セットバック空間の利用に関しては、勧告事例はない
44 ようで、地域の人々がきちんとルールを遵守している様子が伺える。

　行政との協働関係で言えば、以上のようなルール認定の他、元町まちづくり協議会が必要であれ

ば行政関係者の出席を要請することができ、道路の整備や管理に関する行政との橋渡し役として

機能している。

図 4-2-11　セットバック空間の様子

官民境界に打たれている鋲 官地と民地が一体化した歩道
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　（3）イベントによる路上の利活用等

　元町通りでは道路上を活用した種々のイベントを年間を通して実施しており、その数は 24 〜 30

近くに上る 44。土日に歩行者天国となることを利用して、車道部の広場等を活用して道路全体で行

われる音楽イベントやパレード等の他、セットバック空間を活用した物販イベントも実施している。

特に、年に 2 回開催されている「チャーミングセール」は、第 1 期整備の直後である1961 年より

始まる 45 元町通りの伝統的なイベントであり、元町通りを特徴づけるものとなっている。SS 会によ

れば、物販イベント以外のイベントに関しては、商店街の収益に直接結びつくものではないが、通

りの賑わい形成と共に、それにより元町通りを訪れた利用客が再び訪れてくれることを期待して実

施しているものであるようだ。以上のような元町通りで開催されるイベントは、その多くが SS 会が

企画するものである。また、SS 会、CS、河岸通り会の 3 者で「MOTOMACHI  GUIDE  MAP」と

して地区 MAP の作成とその更新を 6 ヶ月に一度を行うといった協力関係も見られる。

　以上を踏まえて、元町通りのマネジメントの仕組みと、官から民へのマネジメントの変遷を整理

する（図 4-2-12）。
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　4-2-5　マネジメントにおける工夫・課題

　元町通りの最大の特徴は、紳士協定に基づきセットバック空間に適用されている自主ルールであ

り、かつそのルールを破るものはほとんどいないということである。もし破る者がいれば組合員同

士が協力して勧告を行う。そのような結束力は、組合に加入する意思のある者（元町通りのルール

に共感する者）を入り口の段階で選別するといった地元の不動産会社と協力した仕組みにより、よ

り強化されている。また、かつては商店街の中で苦労して守られていた紳士協定が、現在ではルー

ル認定という制度により横浜市が介入することでその実効性が強化されている。

　商店街のロゴ作成時に若手を積極参加させたことは、そのような結束力を次世代へと引き継ぐ上

で重要である。ロゴの作成そのものが目的なのではなく、そのプロセスを重視しているという点で

特徴的である。つまり、組織の引継のことを考慮した教育力がしっかりとしていると言える。

　また、独自にデザインされた道路舗装やストリートファニチャー類の維持管理を実現出来ている

背景には、その潤沢な資金力がある。SS 会は資金確保の手段として、高い加入率に基づく会費収

入が盤石であることに加えて、各店舗から支払われる間口に応じたまちづくり負担金の他、クレジッ

トカード事業等の独自の資金確保手法を生み出しており、アイディアが豊富である。

　一方で、セットバック空間におけるルールは遵守されているものの、仲通りと元町通りとの間をつ

なぐ側道には、側道を管理する SS 会の許可なく近隣店舗の置き看板が設置されてしまっていると

いう安全面での課題があり46、仲通りの商店街組織であるCS及びSS会、横浜市との間で新たなルー

ルを構築する等の措置が求められている。また、河岸通り側は共同配送のバックヤード的側面が

図 4-2-12　元町ショッピングストリートにおけるマネジメントの仕組みとその変遷　

横浜市

協同組合
元町 SS 会

管理

元町通り街づくり協定

元町公式ルールブック

単発的なお祭り等

費用負担

資金援助

ルール認定

実施

運用

運用

費用負担
（まちづくり負担金）

実施

実施

許可警察

歩道を活用した物販利用

整備

舗装の管理

ファニチャーの管理

協力

近隣商店街組織

【元町まちづくり協議会】

④ 2003 年〜
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強くなってしまっているので、より回遊性を高める為に（「線から面へ」という第 3 期整備のコンセ

プトをさらに拡張させていくために）も、河岸通り側の魅力を高めるための整備を充実させていく

必要もある。

　現在元町通りで行われるイベントの多くは SS 会が企画・実施するものだが、成熟社会を迎

えて商店街間の競争も激しくなると予想される中、元町通りを舞台として商店街外部からのイ

ベントを積極的に実施（許可）し、新たな資金源とする等の方法も考えられる。ただし、その

場合には現在の商店街の理念に合致するものであることに配慮する必要があるだろう。
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4-3　「丸の内仲通り」の特徴とマネジメント

　4-3-1　周辺環境

　ここでは、対象道路と他の道路との関係性（道路ネットワーク）や周辺に立地する施設等の

周辺環境を見る（図 4-3-2）。

　丸の内仲通り（以下、仲通り）は、都内有数の業務地である東京駅西側の丸の内エリアに位置す

る南北に全長 1.6km（晴海通りから行幸通りまでの区間は 1.2km）の道路空間である。南端に東

京メトロ日比谷駅、北端に大手町駅が立地している。沿道は基本的には丸の内ビルディング等に代

表される高容積の業務系用途が中心であるが、低層部は高級ブランドを中心としたファッションや、

飲食店等の商業系用途も立ち並ぶ。仲通り周辺の中心的なターミナルである東京駅や、その他にも

有楽町駅（JR 及び東京メトロ）、二重橋前駅、上記日比谷駅と、比較的乗降客数の多い鉄道駅が

多く立地し、その合計は約 150 万（人 / 日）にも達する。また、仲通り中心部には三菱一号館美

術館や、東京国際フォーラムといった集客施設が立地している。

　仲通りは両側に 7m の歩道、中央に 7m の車道を有する合計幅員 21m の道路空間であり、歩道

の大部分は沿道地権者の所有する民地である。車道部は一方通行であり、駐車場の多くが日比谷

通り、大名通りへと接続する側道部分に立地している。行幸通りから永代通りまでの区間のみ、車

両双方通行であり、歩道も新丸ビル側のみ仲通りに準ずる空間となっている。また、丸の内地区は

地下道のネットワークが発達しており、上記各駅は地下で全て接続されている他、八重洲地区への

アクセスも確保されている。

　以上より、対象道路空間は多くの来街者及び就業者を呼び込めるポテンシャルを有しており、か

つ歩行者に配慮し、民地と官地が共存した道路空間となっている。

図 4-3-1　丸の内仲通りの様子
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通
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通
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馬場先通り

八重洲口へ

図 4-3-2　丸の内仲通りの周辺環境

車両双方通行

車両一方通行

地下道
※ベースマップには「ゼンリン電子地図帳 Zi14」を使用。
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　4-3-2　空間構成とその変遷

　ここでは、既往文献及びヒアリングを基に、丸の内仲通りの明治期からの成り立ちとその空間構

成の変遷を示す（図 4-3-3、図 4-3-4、図 4-3-5）。

西通り

東通り

仲通り

丸ビルJR

路
面
電
車

行幸通り

丸ビル

行幸通り
仲通の拡幅（13m→21m）

図 4-3-3　丸の内仲通りの空間的変遷（平面 1）47

江戸末期

1889 年頃

1930 年頃

1980 年頃
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　江戸期には、現在仲通りが位置する辺り一帯は大名屋敷街の中心であり、まだ現在の仲通りに

相当する空間は存在せず、1 つ 1 つの街区が非常に大きかった。

　明治時代に入ると、大名屋敷街は官庁街へと変貌したが、官庁が霞ヶ関へ移転すると、陸軍用

地となった。その後、この辺り一帯を市街化しようという構想（市区改正設計）の下、1889 年に

陸軍用地はさらに民間（三菱）へと払い下げられることになる。当時のビルは自然採光が必須であっ

たため、江戸時代から受け継がれる大規模な街区を分割する必要があった 48。この分割の際、仲

通り、東通り、西通りが誕生したが、まだ仲通りはメインストリートではなかった。こうして、当時

のオフィスビル形成の中で、最初期の仲通り（車道 9m, 歩道片側 2m）が形成された。

　その後、仲通りはしばらく赤煉瓦の建物の立ち並ぶ街並であったが、明治の終わりから大正に入

ると、オフィス街として貧弱であった仲通り周辺の街区の大型化が始まる。1894 年に完成した三

菱一号館（後に復元）等、当時は現在の街区の 1/4 規模の L 時型の建物が建設され、東通りと西

通りを利用して物資の出し入れ等が行われていた。1900 年代に入ると、国際的なビジネスセンター

としての強化を図るため、ビルの大型化が始まり、1918 年に完成した旧東京海上ビルディング等、

現在の街区の 1/2 規模の建物の建設が行われるようになる。さらに、1924 年に完成した丸の内ビ

ルディングを皮切りに、1 街区全てを使用したビルが建設されるようになり、戦前から高度成長期

手前あたりまでは、丸ビルのような近代建築と赤煉瓦の建物が混在する時代であった。

6m

6m

9m

7m

7m

7m

図 4-3-4　丸の内仲通りの空間的変遷（平面 2）47

1980 年頃〜2002 年

2002 年〜
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　1959 年、三菱地所が宣言した「丸の内総合改造計画」に基づき、近代オフィス街を作るための

取り組みが始まった。1960 年から1980 年頃まで、いくつかの街区をまとめて大型のビルを生み

出す際に、東通り、西通りの幅員分を仲通り側に付け替えていき、幅員を 21m に拡幅した（車道

9m, 歩道片側 6m）。これが仲通りの第 2 期の整備であり、このあたりまでにおおよそ現在の街区

と通りの骨格が出来上がることになる。

　近代的なオフィスビル街へと変貌した丸の内における仲通りは、昼休みにはオフィスワーカーが

行き交い、年に 2 回マルシェが開催される等、ビジネス街のメインストリートとしての評判を得てい

たが、夕方 17 時を過ぎると人通りが無くなり、休日はゴーストタウンと化していた。地下街やビル

の中には店舗が存在したが、路面には店舗が無く、国際的なビジネス街として無機質であった。そ

こで、仲通りをアメニティと賑わいの軸へと転換させようという考え方の基、2000 年頃から仲通り

の低層部の機能更新を行い始めた 48。

　2002 年の丸ビルオープンの 3 年ほど前から、都市銀行の統廃合により減った店舗の跡地等に

商業用途を挿入し、3 年間で 30 店舗程の入れ替えを行い、オフィスとして高い金額で貸せる所を

あえて商業的な用途に転換して来た 48。丸ビルのオープン後は、有楽町地区と丸ビルを結ぶ 2 核 1

モールの賑わいの軸として積極的に飲食業を導入して行き、人の流れを大きく変化させた。

　地下道を大きく開いた貫通通路の整備と、沿道のビル内にアトリウムを設ける等の仲通りに人を

引き込む工夫 48 と共に、2002 年から仲通りの再構成を行った。9m の車道では駐車が多かった 48

こともあり、ビルの建て替えの事業費の一部を用いて、グリーンベルトを廃止して歩道を拡幅（車

道 7m、歩道片側 7m）し、路面を石ばりに変え、樹種をより高級感のあるものへと植え替えた。

整備にあたっては、2000 年に作成された「大手町・丸の内・有楽町地区まちづくりガイドライン」（以下、

ガイドライン）において地権者と千代田区がアメニティ軸としての仲通りのビジョンを共有し、単な

る道路整備ではなくまちづくりの一貫であるという位置づけにしたことで警察協議等の円滑化を図

オフィス

オフィス

オフィス

オフィス

オフィス

オフィス

オフィス

オフィス

9.0m
車道

6.0m
歩道

6.0m
歩道

：官地

：民地

店舗等

オフィス

オフィス

オフィス

オフィス

オフィス

オフィス

7.0m
車道

7.0m
歩道

7.0m
歩道

店舗等

図 4-3-5　丸の内仲通りの空間的変遷（断面）49

1980 年頃〜2002 年 2002 年〜
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った 48。その後、2 丁目、3 丁目と順次整備を行い、現在の仲通りの空間構成が完成することとなる。

　そのようにして晴海通りから行幸通りまでの整備を終え、一方通行化した仲通りだが、行幸通り

から永代通りまではまだ対面通行で、片側のみ仲通りに準ずる空間となっている。対面の建物の駐

車場が仲通り側に設置されていることと、建物の更新が進まないこと等が要因となり実現は容易で

はない 48 ようだ。また、将来的に丸の内の賑わいを大手町まで繋げられないかということで、仲通

りに相当する機能を延伸するため、2005 年のガイドライン改訂時に大手町側も丸の内と一体的に

線でくくり 48、一部の建物の更新に合わせて各敷地内で整備を行っている状況であり、今後の大手

町連鎖型再開発による建物更新に合わせて、この流れは継続する予定である。

　４-3-3　マネジメント組織の概要

　（1）組織構成と運営方法

　以下に仲通りのマネジメントに関与する組織間の関係と組織構成を示す（図 4-3-6）。

　丸の内仲通りのマネジメントに関与している主要な民間組織は３つ（3 種類）である。1 つ目は、

大手町・丸の内・有楽町地区（以下、大丸有地区）の地権者や民間企業等で構成され、主にエリ

ア内のハード整備を推進している「一般社団法人 大手町・丸の内・有楽町地区まちづくり協議会」（以

下、まちづくり協議会）。2 つ目が、大丸有地区内の地権者及び就業者等で構成され、都市環境向

上に対する取組みや、地域活性化のためのイベント等を担う「NPO 法人 大丸有エリアマネジメント

協会」（以下、エリアマネジメント協会）、3 つ目が、歩道を含めた民地内の維持管理を担う「三菱

地所ビルマネジメント 株式会社」に代表される各敷地内のビル管理会社である。

　まちづくり協議会は、1986 年に東京都が打ち出した都市再開発方針を基に、大丸有地区の地

権者が具体的なまちづくりを考えるために 501988 年に組織された。地区の地権者である正会員

68 団体、警察や行政も含めた協力者である準会員・賛助会員 21 団体（2014 年時点）の合計 89

団体で構成される。基本的な意思決定機関である理事会の下に「検討会」、「特別委員会」があり、

検討会の下にはガイドラインの運用を行う「ガイドライン検討会」、都市基盤施設の整備や実現方

策について検討する「街づくり検討会」、大丸有地区に関する情報発信を行う「PR・情報化検討会」

が置かれ、特別委員会の下には大丸有地区に必要な都市機能を検討する「都市再生推進委員会」、

エリアマネジメント組織の支援等を行う「環境・エリアマネジメント委員会」が置かれ、理事会と

各委員会の間に、「運営会議」及び各検討会での検討事項を報告する「全体報告会」が置かれる
51 という組織体制となっている。また、事務局は 5 名で運営されている。
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　エリアマネジメント協会は、ハードを担うまちづくり協議会とは異なるソフトの部分（イベント等）

を担う組織として 2002 年に組織された。上記まちづくり協議会も正会員として参加している他、

主に大丸有地区の就業者等を中心とした正会員67社、賛助会員2社の合計 69団体 （2014年時点）

で構成されている。組織体制としては、意思決定機関である理事会と事務局（4 名）と、その下に「応

流活性化チーム」、「街環境チーム」、「ビジネス環境・ワークスタイルチーム」、「プロモーションチーム」、

「広報・企画チーム」等、その活動の特徴に合わせた担当委員会が置かれる 52 という組織体制となっ

ている。

　仲通り沿道の地権者は、各敷地内のビル及び外構等の管理をビル管理会社へと委託している。

代表的な企業としては、沿道の土地の多くを最も多く所有する三菱地所の子会社であり、1991 年

に設立された三菱地所ビルマネジメントが挙げられる。三菱地所ビルマネジメントは、単にビルと

敷地の管理・運営を行うだけではなく、仲通りを利用したイベントの企画等を行うプロモーション

事業部を抱えているという特徴がある。

　また、まちづくり協議会は、JR 東日本及び千代田区・東京都といった公共団体との協議の場として、

1996 年に「大手町・丸の内・有楽町地区まちづくり懇談会」を組織し、大丸有地区のビジョンで

あるガイドラインの計画及び運用等を行う場を設けている。

　（2）組織の財源

　関連する組織のうち、ビル管理会社はビルの管理・運営による事業収入を主としているので、こ

こではまちづくり協議会及びエリアマネジメント協会の 2 つの組織の財源について述べる。

准会員・賛助会員
公的機関、協力企業 21 社

正会員
地権者企業等 68 社
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図 4-3-6　丸の内仲通りにおけるマネジメント組織の組織構成 53
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　まちづくり協議会及びエリアマネジメント協会の財源に関しては、李らによる既往研究に詳しい。

李らによれば、2003 年度基準で、まちづくり協議会（当時は再開発推進協議会）の財源は 100％

が会員会費で賄われており、まちづくり協議会における各会員企業の役職に応じて異なる金額が支

払われている。会長会社は年間 360 万円、副会長会社は年間 180 万円、理事会社は年間 45 万円、

といった具合であり、その予算規模は年間 3,000 万円程度である。また、エリアマネジメント協会

の財源は、こちらも 2003 年度基準で、会員会費による収入が 73％であり、会員資格に応じて金

額が異なる。正会員と賛助会員でも金額が異なり、さらに学生か、個人か、法人かでも金額が異なる。

残りの 27% のうち、環境改善・イベント・広報等の事業収入が約 10％、残りが寄付・協賛金で賄

われており、会費と合わせてその年間の予算規模は約 1,000 万円である 54。

　また、エリアマネジメント協会に関しては、新たに仲通りの街路灯等を利用してバナー広告事業

を展開しており、年により変動はあるものの 500 万円〜 600 万円ほどの収益が得られる 55 ようだ。

　4-3-4　マネジメント組織の取組みの特徴

　（1）道路のマネジメント

　丸の内仲通りの特徴の 1 つに、歩道の大部分が民地であるということが挙げられる。これは先述

したように、明治期より形成された当時から、周辺街区の開発に合わせた拡幅により生み出された

ものであり、現在の 21m の幅員は、千代田区道 9m 及び「大手町・丸の内・有楽町地区地区計画」

（2002 年計画決定）で位置付けられた 6m の民地のセットバックにより成り立っているものである。

　現在の丸の内仲通りは、官地と民地に一体的に特殊な舗装が施されていることから、2002 年の

整備時より千代田区と沿道地権者の間で維持管理協定が結ばれており、官地部分に関しても地権

者がその維持管理の一端を担っている（図 4-3-7、左）。

　民地部分に関しては、各敷地の地権者が委託しているビル管理会社が清掃からメンテナンスまで

全ての維持管理を行っており、公的資金は投入されていない。また、広い意味での道路の管理には、

地権者だけではなく入居するテナントの事業者も関与している。各ビル管理会社がテナントと密に

コミュニケーションを取り、仲通り沿いのファサードのデザインや、路上看板の設置に関する調整

を行っている他、行幸通りの打ち水イベントに合わせてテナントに水まきへの協力をお願いする等、

沿道の店舗も道路のマネジメントに参加している。また、管理会社同士の横のネットワークが構築

されており、仲通り全体で一体的な調整が行われている。そのような管理会社同士の横のつながり

と、管理会社とテナントの縦のつながりが、仲通りの営みを作っている点が特徴的である 55。
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　エリアマネジメント協会に関しては、仲通りのハードの整備や沿道の維持管理には関与していな

いが、街路灯やサインを利用した広告事業を展開している（図 4-3-7、右）。これは、屋外広告物

掲出禁止区域となっている大丸有地区の規制緩和を行う東京都のモデル事業を活用したもので、ま

ちづくり懇談会の定めた景観基準に基づく自主審査を経て実施されている 56 ものである。

　また、仲通りを活用したイベントについては、三菱地所及び三菱地所ビルマネジメントの地域プ

ロモーション関係の部署が開催を発意することが多いという。その際、交通管理者の許可を円滑

に得られるように、千代田区のまちづくり関係の部署及び民間まちづくり団体等と実行委員会を組

織し、その名の下にイベントを開催している。実行委員会にはエリアマネジメント協会も積極的に

参加する場合があり、地域まちづくり活動の一貫であるという位置づけを強く打ち出している。実

行委員会の事務局は三菱地所ビルマネジメントの他、民間企業の代理店が務めることもある 57。

　

　

　そうした民間発意のもの以外では、千代田区や東京都が民間側にイベント使用の依頼をすること

もある。例えば、国際的な会議の際には日本のお祭りを紹介する舞台として利用されたり、農水省

主催のジャパンフードフェスタという物販利用がそれに当たる。フードフェスタ等の交通規制を伴う

イベントでは、駐車場が使用出来なくなることやアクセスが不便になることから、周辺の地権者の

合意形成をまちづくり協議会等の地元のまちづくり団体が行っている 57。

　（2）ガイドラインの策定

　まちづくり協議会は、大丸有地区の国際競争力の強化とともに、ビジネス街としての大丸有地区

を来街者も楽しめるまちにする必要性 58 から、千代田区、東京都、JR 東日本と共にまちづくり懇

談会を組織し、大丸有地区の将来像を描くと共にその将来像を実現するためのルールと整備手法

に関してガイドラインをまとめることとなった。1998 年に「大手町・丸の内・有楽町地区まちづくり

ゆるやかなガイドライン」（以下、ゆるやかなガイドライン）を策定し、その後、2000 年に正式に「大

　

図 4-3-7　左：歩車道一体的な舗装整備、右：広告事業
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手町・丸の内・有楽町地区まちづくりガイドライン 2000」（以下、ガイドライン）となり、その中で

仲通りの将来像と将来像実現のためのルール及び整備手法等が記されている。

　ガイドラインでは、大丸有地区のまちづくり構成手法を 「街並み形成型まちづくり」と 「公開空地

ネットワーク型まちづくり」の 2 つに大別しており、そのうち仲通りは街並み形成型まちづくりによ

り整備されることになっている。街並み形成型まちづくりでは、仲通りが位置する丸の内地区、有

楽町地区の特徴でもある整然と並ぶ建物群による街並形成に配慮しつつ、来街者も楽しめる街と

していくことが謳われている。また、街並み形成型まちづくりはさらに「街並み調和型」と「賑わい

形成型」に分かれ、仲通りはより来街者による賑わい形成に重点を置いた「賑わい形成型」として

整備されることになっている 59。

　さらに、そうした街並み形成にあたり、「中間領域」という言葉で道路の整備が語られている点

が特徴的である。中間領域とは、「導入される「機能」、緑やアート等の「環境」、建物低層部の高

さやその連続性、建物の表情等の「景観」、人々の地上地下に跨る活動を支える「ネットワーク」といっ

た、街並を形成する多様な要素によって構成され」60 るとされている。つまり、舗装のアスファルト

への張り替えや、街路樹の植樹等の道路の整備を行うだけではなく、ビルのファサードやその低層

部の機能更新、地下通路との接続性等の沿道部との関係も含めて、3 面で通りを形成していこうと

いう概念である（図 4-3-8）。

　以上のように、丸の内仲通りは、まちづくり懇談会という場で官と民が協働で作成した大丸有地

区のバイブル的存在であるガイドラインの中で、公的空間と民地を一体的空間と捉えた賑わい形

成を図ることが謳われ、将来像の共有化が図られた上で整備が行われて来たという経緯がある。

車道歩道

中間領域

図 4-3-8　中間領域の概念 61
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　以上を踏まえて、丸の内仲通りのマネジメントの仕組みと、官から民へのマネジメントの変遷を

整理する（図 4-3-9）。

　

　

　

　

　

図 4-3-9　丸の内仲通りにおけるマネジメントの仕組みとその変遷
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　4-3-5　マネジメントにおける工夫・課題

　現在の仲通りは、先述したようにガイドラインの作成を通じた地権者間の合意形成を背景に生

まれたものである。仲通りの明確なビジョンが地権者間で共有されていたことで、ハードの整備の

前に低層部の機能更新といったソフトの整備を行い、道路と沿道との一体的な整備を実現させた。

また、各ビルの管理会社がテナントへ沿道のまちづくりへ参加協力を要請する仕組みが整えられて

いる等、ガイドラインの作成による将来像の共有化は、地権者・行政・テナントという3 者で取り

組む体制の構築に一役買っていると言える。

　また、テナント側からすると大丸有地区のような業務街は、利益を上げる上で必ずしも有利

な立地条件にあるとは言えず、低層部の商業機能を維持するための継続的なテナント確保とい

う課題があると考えられる。

　

　千代田区と三菱地所等の沿道の地権者間で結ばれる維持管理協定に基づく道路舗装の維持管

理は、沿道の土地を多く保有する三菱地所に依存しているとも言え、地権者だけが費用を負担する

のではなく、維持管理費用捻出のために、間口や面積、従業員数に応じた負担金を沿道の店舗、

就業者から徴収する等の方法も考えられるのではないか。

　また、イベント実施にあたっては、まちづくり協議会、三菱地所ビルマネジメントを中心に実行

委員会を組織した上で実施されているが、実行委員会のような任意団体は占用者・使用者として認

められづらく、これまでは千代田区のまちづくり関係の部署が加わることで公共性を確保してきた。

まちづくり協議会が都市再生整備推進法人に指定されたことを受けて、より積極的な利活用が進む

ことが期待される。

　資金に関しては、他の 2 つと比較すると、エリアマネジメント協会は潤沢な組織であるとは言え

ない。宋らによれば、広告事業による収入の約 1/3 は税金として徴収されてしまうという現実があり、

新たな優遇措置が講じられる必要性 62 も謳われている。
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4-4　小括

　本章では、民間組織によるマネジメント活動が見られる道路空間の代表事例として、総合的な取

組みを行っている類型より「新宿モア4 番街」、「元町ショッピングストリート」、「丸の内仲通り」を

取り上げ、そのマネジメント手法等の実態と課題を明らかにした。以下に 3 つの道路空間を横並び

に比較する（表 4-4）。

　

　各道路空間は、1980 年代後半に整備が行われ、そのままの空間構成が保たれているモア4 番

街、明治期頃より複数回の整備を実施し空間構成を変化させてきた元町通り、仲通りと、その成

立経緯が異なる。また、立地条件も都心商業地、郊外商業地、都心業務地とそれぞれに異なるが、

いずれの道路空間も行政主導の管理から、民間組織による管理に一部移行し、道路空間を利用し

たアクティビティの幅も広がりを見せている。
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店舗等
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店舗等
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表 4-4　民間主体マネジメントの実態と課題
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　3 つの道路空間に関与するマネジメント組織には、①民地の使い方、②運営中心主体、③ハー

ドの維持管理方法、④イベント等の利活用方法、⑤行政や周辺組織との関係、⑥制度の活用、といっ

た点で差異が存在する。

　①民地の使い方

　モア4 番街はすべて官地となっているが、元町通りは建築基準条例に基づく1.8m のセットバック、

仲通りは地区計画に基づく6m のセットバックにより生まれた空間をそれぞれ公共空間化し、独自

に管理・活用している。元町通りに関してはセットバック空間に対して商店主間で結ぶ紳士協定に

基づく独自の利用ルールを適用している点、仲通りでは沿道のテナントがビル管理会社と協力し美

化活動への参加、置看板の設置に関する調整等をしている点が特徴的である。

　②運営の中心主体

　運営体制として、事務局に常駐する1 人のリーダー的存在が主体となって管理・運営しているモ

ア4 番街、商店主同士が結束して管理・運営している元町通り、大企業を中心とした複数の組織

で管理・運営している仲通りといった違いがある。それ故に、モア4 番街ではキーパーソンの存在

に左右されない体制構築が求められる。

　③ハードの維持管理方法

　モア4 番街においては、オープンカフェ事業者やイベント業者から駅前振興組合に支払われる「環

境浄化費」を中心に道路の維持管理を行っている一方、元町通りでは SS 会へ各店舗から間口に

応じて支払われる「まちづくり負担金」により安定した費用を確保し、それを道路の維持管理に回

している。仲通りは複数の組織が関与しているが、維持管理に関しては基本的に沿道の敷地を最

も多く保有する地権者である三菱地所とその子会社である三菱地所ビルマネジメントが中心となり

維持管理が行われている。仲通りの維持管理費用負担に占める三菱地所の割合を考えると、元町

通りの「まちづくり負担金」のように、地権者のみならず沿道の就業者や店舗も費用負担を行う仕

組みの構築も考えられる。

　④イベント等の利活用方法

　モア4 番街では、「道路占用許可の特例」を利用したオープンカフェ及び広告事業、広告代理店

を介した外部からのイベントが実施され、割合が異なるものの、それぞれが駅前振興組合の収益

につながっているが、行政との協定の内容変更によりイベント収入が減少している。また、広告事

業は安定的な収入源となっていない。一方で元町通りでは、SS 会による自主企画のイベントが多く、

民地を活用した収益イベントである物販利用の他、直接商店街の収益には繋がらない域活性化イ

ベント（実行委員会を組織することもある）を頻繁に実施している。比較的資金力のある SS 会だが、

今後は外部からのイベントを受け入れ収益とすることも考えられる。仲通りにおいては、三菱地所
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や三菱地所ビルマネジメントが地域活性化イベントを発意し、エリアマネジメント協会や行政のまち

づくり課を実行委員会に加えて公共性を強くしている。その他エリアマネジメント協会が行う広告事

業があるが、継続的な収入源としてはまだ弱い。

　⑤行政や周辺組織との関係

　モア4 番街においては、駅前振興組合が近隣の商店街組織と「新宿 EAST 推進協議会」を組織

し、東口一帯の将来像の検討と事業の実施を行っている。元町通りでは、SS 会が隣接する商店街

組織と「元町まちづくり協議会」を組織し、元町地区内のまちづくり活動において協働体制が敷か

れている他、行政との協議の窓口ともなっている。また、仲通りの場合は周辺組織ではないが、ま

ちづくり協議会が行政との協議の場として「大丸有地区まちづくり懇談会」を組織し、ガイドライン

の作成を通じた将来像の共有化を官民協働で図っている。いずれも各道路空間を特徴あるものと

するための関係者間の協議の円滑化に寄与していると考えられる。一方で、元町通りにおいては隣

接する仲通りへ接続する側道部で置看板に関する利用上の問題も発生する等、距離が近いが故の

問題もある。

　⑥制度の活用

　モア4 番街ではまだ検討中ではあるが、元町通り及び仲通りでは沿道に地区計画が適用されてお

り、沿道の用途や建築物の形態について規制がある。それぞれ SS 会、まちづくり協議会の担当委

員会が検討・見直しを行っており、仲通りに関しては民地のセットバックが地区計画の中で位置付

けられているといった特徴がある。元町通りにおける街づくり協定や仲通りにおけるガイドラインが

沿道のまちづくりに関してこれらの地区計画を補完する形で機能している。とりわけ、仲通りにおい

て、ガイドラインが沿道の機能更新に対して及ぼした影響は大きい。また、元町通りでは商店主間

の紳士協定を行政が条例により認定（ルール認定）することで、その実効性を高めた。

　以上のように、法律上の道路空間のみならず民地及び沿道建築等のコントロールも含めて、民間

マネジメント組織がそれぞれに工夫を凝らしながら異なる特徴を持った道路空間を形成しているこ

とと、それぞれが固有の課題を有していることを明らかにした。
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5-1　各章の成果　

　以下に各章での成果を述べる。

　第 1 章より、本研究の背景や問題意識とそれに基づく目的の設定を行い、既往研究における本

研究の位置づけを行った。また、研究対象である「道路空間」の定義と、研究対象に対して行う

行為である「マネジメント」の定義を行った。

　第 2 章より、道路等の公共空間のマネジメントに関する法制度等は緩和される方向にあることを

示し、その緩和がどこまで行われているのかの現状整理を行った。また、道路等の公共空間のマ

ネジメントに関する法制度等の変遷を、その背景となる社会情勢の変化や、変遷に伴い公共空間

がどのように変化していったかといった視点で整理し、民間組織による公共空間のマネジメントが

変化した「関連法制度整備期」、「歩行者環境回復期」、「民間マネジメント活動初動期」、「民間

マネジメント活動転換期」の 4 つの転換期を明らかにした。

　第 3 章より、公共空間のうち民間組織によるマネジメントのニーズが高いと考えられる道路空間

を対象とし、現在民間組織による道路空間のマネジメントが行われている国内の事例を収集した上

で、そのマネジメントの特徴と傾向を把握するために既往文献を基に①「地区の特性」、②「道路

の特性」、③「マネジメント組織の特性」、④「利活用の特性」、⑤「維持管理の特性」の 5 つの

観点に基づく26 の指標を構築した。指標を基に類型化を行った結果、道路空間に対して行われ

るマネジメント活動の中身（④・⑤）には、立地条件（①）、空間構成（②）、関与する組織の種類（③）

等により傾向が見られ、10 のグループに分けることが出来た（「歩行者開放型」、「歩道活用型」、「公

園内包活用型」、「物販利用特化型」、「緑環境推進型」、「商店街機能強化型」、「都心商業促進型」、「周

辺地権者美化推進型」、「開発主体協定管理型」、「機能転換開発型」）。以上、各類型の道路空間

の民間主体マネジメントの特徴と傾向を明らかにした。

　第 4 章より、第 3 章より得られた類型のうち、民間主体で整備からその後の管理・運営まで総

合的なマネジメントを行っていることに加えて、対象道路空間だけではなくその沿道や周辺エリア

を含めて拠点を形成しているものが含まれる「都心商業促進型」、「商店街機能強化型」、「開発主

体協定管理型」よりそれぞれ「新宿モア4 番街」、「元町ショッピングストリート」、「丸の内仲通り」

を取り上げ、道路空間の空間構成、行政と民間組織の主体間の役割、民間組織によるマネジメ

ント手法等の分析を行った結果、各道路空間には成立経緯と立地条件の他、①民地の使い方、

②運営の中心主体、③ハードの維持管理方法、④イベント等の利活用方法、⑤行政や周辺組織と

の関係、⑥制度の活用、といった点で差異が見受けられ、各組織がそれぞれに工夫を凝らしなが

ら特徴ある道路空間を形成しつつも、固有の課題を抱えていることを明らかにした。
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5-2　総括

　以下に本研究の総括を述べる。

　【他の道路空間への応用性】

　本研究で示した 10 類型のうち、「都心商業促進型」の「新宿モア 4 番街」、「商店街機能強化型」

の「元町ショッピングストリート」、「開発主体協定管理型」の「丸の内仲通り」の 3 つのタ

イプに関しては、そのマネジメント手法や工夫を明らかにした。都心商業促進型：顧問に専門

家を据えた体制（4-1）、商店街機能強化型：資金力を支える多様な事業手法、結束力を支える

若手の教育力（4-2）、開発主体協定管理型：地域に根付いた総合ディベロッパーの存在（4-3）、

という条件が揃えば、本研究で明らかにした 3 つのタイプのマネジメント手法が、同様のマ

ネジメント組織特性、地区特性、道路特性を持つ各類型（第 3 章）の道路空間に対して応用

できると考える。

　【官から民へとは】

　道路空間のマネジメントの官から民への移行といった動きが制度的にも推奨される方向にあ

る中で、民間組織が担うようになったマネジメントの中身は、①行政が行っていた道路の維持

管理そのものの一部を担うこと、②単発的なイベント利用だけではなく、眠っていたような新

たなアクティビティを担うこと、の 2 つに大別できる。

　①に関しては、民間組織が自主的に行う清掃活動や美化活動の他、道路の整備を民間主体で行っ

たことにより、行政との協定に基づきその後の維持管理について民間が費用負担しているものがあ

る。そうした民主体の整備・管理は単に行政の維持管理負担軽減ということに留まらず、歩車道一

体的な舗装整備や、独自のファニチャー類の設置等、道路空間に固有の空間的価値を付加するも

のとなっている（4-1, 4-2, 4-3）。

　②に関しては、従来道路空間の利活用と言えば年 1 回のお祭りや伝統的なイベント等に限られて

いたものが、歩行者天国のような歩行者へ配慮した取組みが行われるようになり、近年ではオープ

ンカフェ等の収益事業も行われるなど利活用の幅が広がってきている。こうした利活用の幅の広が

りは、地域に対するアイデンティティを付加するだけではなく、モア4 番街におけるオープンカフェ

が違法駐輪等の問題を解決したように、地域固有の課題の解決に繋がることもある（4-1）。

 　【民による広義のマネジメント活動】

　また、そのような法律上の道路空間に対する管理と利活用だけではなく、元町通りや仲通りに見

られるように、民自らの敷地を公共空間として提供し、官地と一体的に整備することで、その利活

用の幅を広げているものもある。元町の場合はさらに民地に明確な利用ルールを設け、そのルール

を行政が条例で認定することで、景観的な調和と来街者の利便性向上に寄与している（4-2, 4-3）。
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　また、元町通りや仲通りでは、地区計画による沿道のコントロールも行われており、仲通りでは

民地のセットバックが地区計画に位置付けられている。さらに、仲通りでは道路空間の立地する地

区の将来像の検討を行政と協働で行っており、地区全体の中で対象道路空間を位置付けることが

行われている。仲通りにおけるガイドラインは低層部の機能更新の実現要因ともなった（4-2, 4-3）。

以上のような道路外での取組みは、空間の質の維持と適正な用途の誘導に寄与しており、民による

こうした活動も、通常のマネジメントの枠に捕われない道路空間に対する広義のマネジメント活動

と呼べるのではないか。

　【道路空間のデザイン・マネジメント】　

　以上のような民によるマネジメントの中身と、それがもたらす地域への効果を踏まえると、

道路空間における「デザイン・マネジメント」とは、「官民協働で地区のビジョン・沿道の計

画を策定し、民が主体となり整備後、維持管理から利活用まで一体的に運用を行い、官がそれ

を適切に支援すること」ではないかと考える。

　一方で、民間主体の道路整備は、整備時に金銭面でのサポートがあるものの、その後の維持管

理費は民間が大部分を供出しているにも関わらず、まだまだ官地を利用した利活用が認められにく

いという現状がある。モア4 番街では、社会実験終了後に行政との協定の内容が変化したことで、

道路上でのイベント実施が難しくなってしまった （4-1）。今後は、道路の管理を自ら行い地域社会

に貢献している民間組織には、道路上を利用した活動を積極的に認める等の制度的な支援等を行

うことも考えられる。制度の条文を僅かに変えるだけでも出来ることはあるはずである。官と民が

そのような協力関係を結び道路空間を適切にマネジメントしていくことが望まれる。

　【今後の研究課題】

　本研究で触れた 2011 年の都市再生特別措置法の改正に基づく諸制度を活用した道路空間のマ

ネジメントについては、まだ制度が創出されてから日が浅いため、その効果や課題を検証するため

の研究が今後必要になると考えられる。また、2014 年度には千葉県柏市柏の葉において、柏の葉

駅前の道路を対象として、まちづくり団体である柏の葉アーバンデザインセンターが指定管理者とし

て管理を行う予定となっている等、民間組織の道路マネジメントへの関わり方として従来は見られ

なかった形態も登場してきており、このような新たな事例に対する実態把握とその効果検証も必要

であると考えられる。
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合元町 SS 会事務局の山田様、OCT planning & design 代表の大木様、櫻井淳計画工房代表の
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させて頂きました。ソンさん、関谷さん、三浦さん、ヨンアさん、ラヒフさん、吉田さんとい
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活動に際して多くのアドバイスを頂くと共に、慣れない建築設計課題で手間取っている際には

自ら進んでお手伝いをして下さりました。また、1 つ上の先輩で経験豊富で行動力のある遠藤
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していきたいと思います。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2014 年 1 月　久野恭平


